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第５節 知的財産権侵害に対する民事救済措置の適用 
 
１．  訴訟前手続 
階層的な点に関してインドの司法構造では、最高裁判所は最も上位の司法機関であり、

専属管轄としての審理、上訴及び勧告を行う裁判所であり、その決定はインドの他のすべ

ての裁判所に及ぶ。侵害や詐称通用に関係する知的財産の場合、最高裁判所は、高等裁判

所の決定に対する上訴審を取り扱う。 

高等裁判所は、各州の司法行政の長である。合計 21 の高等裁判所があり、その下には、

地方及び一般裁判所、さらに下級裁判所がある。各高等裁判所は、管轄内にあるすべての

下級裁判所に対して司法上の権限を有する。知的財産の場合、高等裁判所は、地方裁判所

の決定に対する上訴審の権限を備えている。高等裁判所の一人裁判官による命令に対する

上訴は、高等裁判所の二人裁判官法廷の前に出される。 

各州は県に分割される。地方及び一般裁判所は、民事及び刑事それぞれについて、その

県の最高レベルの裁判所を構成する。第一審の事実審裁判所として働き、連邦及び州法の

両方を適用する。 

商標、著作権、特許の侵害及び詐称通用に対する訴訟は、元来の管轄の高等裁判所か地

方裁判所と同等以上の裁判所でのみ受け付がなされる。（デリー、ムンバイ、マドラス、

カルカッタなど） 

 
（１） 訴訟の提起 
民事訴訟は、訴状(訴訟の内容を陳述したもの)を提出することから始まり、その中には、

すべての事実陳述及び原告が依拠する訴求原因を述べなければならない。訴状はまた、原

告が望む救済措置すべてについて明示しなければならない。 
 
（２） 侵害を訴えることのできる当事者 

登録商標の侵害に対する訴訟は、登録した権利所有者によって開始できる。 

 
さらに、商標法の 52 条は、当事者間に存在する契約に従うという条件で、登録使用者

が、自身が登録所有者であるかのように自己の名前で、侵害に対する訴訟を起こすことが

できると規定する。また、この条は、この場合に、登録所有者は、訴訟手続上は、公式的

には被告（共同原告でない場合）として参加しなければならないと定める。ただし、被告

として追加された登録所有者は，出廷して審理に参加しない限り，訴訟費用の支払義務は

ない。 
 
（３） 侵害及び詐称通用の訴えの併合・訴訟原因の併合 

原告は訴訟に至った様々な原因を組み合わせて、商標や著作権の侵害及び詐称通用につ

いての訴訟を 1 つにまとめて提起することができる。登録されていない商標を商標侵害で

訴えることはできるが、訴訟期間中に登録されることが必須となる。訴状の中に商標の侵

害の申し立てを変更して含めることができる。ただし、訴訟が、商標権の侵害のみに関し

て行われた場合、訴えが棄却されるのを防ぐために、原告は、訴状を変更して詐称通用の

申し立てを含めることはできない。登録した使用権者が契約で禁止されていない限り、登

録した使用権者は侵害に対する訴えを提起し、原告の立場で訴訟を追行しうると同法第 52

条は規定している。一方、登録商標の所有権者は、形式上の被告として訴訟参加を要求さ

れ、そのことにより訴訟が登録した使用権者により提起されていることを認識できること

となる。勿論、登録商標の所有権者は、自ら原告として、あるいは登録した使用権者とと

もに訴えの提起は可能であるということはいうまでもない。 
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（４） 救済措置と救済 

商標の侵害や詐称通用に対する訴訟で利用できる救済措置には、もし裁判所が適当とみ

なす条件があればそれに従うことを条件に、差し止め命令、損害賠償あるいは不当利得の

返還（原告の選択による）、侵害しているラベル及び商標の破棄及び抹消のための引き渡

しが含まれる。この法律により裁判所は、以下のことがらに対して「一方的」命令を出す

権限が与えられている。金銭賠償に関しては、損害あるいは実際の損失（これは立証する

必要がある）に基づく分、または原告の得ている不当利得の返還（権利侵害から生じた）

ということになる。インド法では損害賠償はまず、その性質が補償ということであり、被

告の権利侵害によって直接生じた損失を合理的に補償するものということになる。侵害者

が帳簿を付けている組織的な事業主体であれば帳簿をベースにした金銭的な賠償求めるこ

とに意義がある。しかし、夜逃げをするような業者だと不当利得の決定は困難である。原

告の事業の名声が新会社の行為によって生じた損害を数量化することはなかなかできない

ことが大半である。一方でこのような状況の下で、インドでは懲罰的賠償という考えが急

速に広まってきている。この数年で知的財産権としての重要性に鑑み、裁判所は意図的な

侵害を減少させるため、実際の損害の立証をせずとも抑止的な措置として懲罰的賠償を与

えるのを躊躇しなくなってきている。但し、こういうケースは通常あくどいケース、訴訟

から逃げを打つような場合である。 

 

① 差し止め命令 
 

② 書類の開示 
 

③ 侵害商品、書類、あるいは訴訟対象に関するその他の証拠の保全 
 

④ 原告が損害や費用、その他の金銭的救済を勝ち取ることができるにも関わらず、そ

のことに対して悪影響となりうる方法で、被告が財産を処分あるいは処理すること

の制限。 
 

ただし、法律では、以下の場合、名目的損害賠償を除いた損害賠償命令を裁判所から出

すことはできない。 

 

① 侵害訴訟が、団体標章あるいは証明商標に関係する場合 
 

② 被告は知らずに侵害しており、原告の権利の存在及び性質に気がつくとすぐに訴訟

対象の標章の使用をやめたということを、被告が裁判所を納得させた場合。 
 

なお、金銭的な救済方法に関する限り、これは一般的に、原告が被った損害賠償また

は実際の損失(証明が必要)または、被告による不当利得の返還(そのような場合原告は、

問題の知的財産を侵害する使用につき、被告があげた純利益を取り戻す権利が与えられ

ることがある)に基づいている。インドの法において与えられた損害賠償は事実上、主

に補償型で、被告の侵害行為の直接的な結果として原告が被った損失の「合理的な」補

償に焦点を当てて定量化される。 
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侵害者が、会計帳簿などをつけている組織立った事業体の場合、そのような基本に基

づいて利益の返還を求め、金銭的な救済を主張する価値はあるかもしれない。侵害者が

夜逃げをするような経営者である場合は、不当利得の返還の決定は困難である。 また

大抵の場合、侵害者の違法な行為に起因する原告のビジネスあるいは名声への侵害の定

量化は、実行可能とはいえない。 
 

そうは言っても、近年インドにおいて、原告が実際に被った損害に対する補償とし

て与えられるのではなく、単に、被告による原告の法的権利侵害を認識する方法として

与えられる懲罰的損害賠償の概念をますます発展させる一連の訴訟が起きている。ここ

数年、知的財産権の重要性の理解と容認があるため、裁判所はためらわずに、権利の意

図的な違反および侵害を(「実際の損害賠償」の証拠に関係なく）抑える抑止方法とし

て、懲罰的損害賠償を与えてきた。しかし、そのような損害賠償は通常、あからさまな

偽造や著作権侵害の場合や、権利に関連した正真正銘の紛争のある訴訟に対立するもの

として、被告側が故意に訴訟手続きに参加するのを回避し怠った場合に与えられる。 
 

２．  差し止め命令の暫定的請求、コート・コミッショナー任命等 

訴状とともに原告は、被告が侵害行為に関わることを止める差し止め命令、コー

ト・コミッショナー（裁判所の執行官で通常は弁護士である。特定の場合に命令を執

行するよう裁判所が任命し、権限が与えられている）の任命、被告の資産を凍結する

命令など、暫定的な救済措置を求める特別申し立て申請を行うことができる。法で定

められた権利の侵害及び詐称通用の場合はすべて、このような申請を行って、訴訟に

よる措置のあるまでの救済を求めるのが賢明である。訴訟手続中の原告は、特に、以

下を求めることができる。 

 

・ 被告が、侵害・違反している標章・物品を使用することを抑止する暫定差し止め命

令 
 

・ 原告が損害や費用を回収することに悪影響となりうる方法で、被告が財産を処分あ

るいは処理することを抑止する暫定差し止め命令 
 

・ 被告の敷地を訪れて、特に、侵害・違反品の在庫を調べ、サンプルをとり、口座を

調べるコート・コミッショナーの任命 
 

（１） 差止の認容 
知的財産権の事件では、侵害または詐称通用が為されたり、継続したりするおそれまた

は蓋然性がある場合に差止命令が認められる。差止命令の目的は、制定法上の権利を侵害

したり、被告の商品を原告の商品と偽ったりする行為を被告に禁じることであり、原告の

権利の侵害によって生じる、訴訟で回収できる損害賠償では原告が十分な補償を受けられ

ないような損害から原告を保護することである。Dalpat Kumar vs. Prahlad Singh AIR 1
993 SC 276 では、最高裁判所は、暫定的差止命令に関する法の原則を主張し、差止命令の

認容は裁量的救済であり、そのような裁量権の行使は裁判所が次の事項について納得する

ことが条件であるとの見解を述べている。 
 

① 訴訟において審理すべき重要な争点があり、裁判所に提示された事実に基づき、原告

／被告が自己の求める救済を認められる蓋然性があること。当事者を様々な権利侵害

から保護するために裁判所の介入が必要であること。すなわち、裁判で法的権利が確
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立される前に回復不能の損害が発生しそうであること。便益の比較衛量が原告にとっ

て分があり禁止命令が留保した場合に生じる恐れのある困難、弊害または不便益が差

止命令を用いた場合を上回ること。 
 

② 当事者を様々な権利侵害から保護するために裁判所の介入が必要であること。すなわ

ち、裁判で法的権利が確立される前に回復不能の損害が発生しそうであること。 
 

③ 差止命令を留保した場合に生じるおそれのある困難、弊害または不便益が差止命令を

認容した場合を上回ること。 
 

原告は、法的手続きで求める救済について原告に有利であることを疎明し、原告の法的

権利が侵害／抵触されていること、訴訟において原告が最終的に勝訴する合理的な蓋然性

があることを裁判所に納得させなければならない。 
 
便益の比較衡量を考慮する際、原告にとって初めての裁判であり、手続きが遅滞なく開

始され、原告が十分な顧客吸引力（のれん）を確立しており、かつ、原告にとって論証し

うる事案であることのみでなく疎明している事案である場合、裁判所は原告を支持するこ

とが多い。原告が勝訴すれば損害賠償により金銭的補償を受けられる場合、便益の比較衡

量は、暫定的差止命令の認容に有利に考慮されないことがある。但し、原告に生じるおそ

れのある損害が原告にとって算定し難いほど多大な経済的損害である場合は、便益の比較

衡量は原告に有利に考慮される。 
 

（２） 一方的差止命令 

暫定的請求は、訴訟の提起と同時に審理のために直ちに取り上げられ、裁判所は、原告

が裁判所に提出した資料および第 1 回審理において陳述された意見に基づき、求められて

いる救済の認容について決定することが多い。あくどい侵害／模倣の場合、原告が事態は

きわめて緊急であること、または被告が侵害品・侵害物を処分するおそれがあることを裁

判所に納得させることができれば、裁判所は、一方的差止命令1であっても躊躇することな

くそれを認める。裁判所は、期間を限定して一方的救済を命じることができる。Morgan S
tanley Mutual Fund vs. Kartick Das (1994) 4 SCC 225 では、インド最高裁判所は、一方

的命令の認容を決定する際、一方的差止命令の拒絶に伴う不公平がその認容に伴う不公平

を上回るか否かについて、特に考慮しなければならないと見解を述べている。原告の疎明

事件、原告の回復不能の損害および便益の比較衡量などの一般的な原則も考慮しなければ

ならない。JMS Labs vs. Yusufali Eesmail Hadvaid 1998 PTC 512 では、一方的差止命

令を認める際、第 1 回期日まで待つことによって差止命令を認める目的の意味がなくなる

との裁判所の意見の根拠について、裁判所は記録に残さなければならないとも述べている。 
 

（３） その他の「一方的」命令 

上述したとおり、権利所有者が明確な侵害・コピーを示すことができ、また、裁判所の

召喚状が出された時に、被告が証拠を破棄し違反品を除去するおそれがある場合、一般に

裁判所は、コート・コミッショナーを任命して、被告にあらかじめ明確な警告を与えるこ

                                                            
1 一方的命令とは、相手方／被告に通知を発することなく、裁判所から下される命令をいう。
この命令は、申立人に一応有利であり、即時の禁止命令を発しなければ金銭的条件では賠償で
きない回復不能の損害が生じるおそれがあることに裁判所が納得している場合、命令に記載の
理由により裁判所の裁量にて言い渡すことができる。 
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となく、敷地を捜索して侵害商品・物品の在庫を調べ、押収する権限を与える「一方的な」

救済を与える。多くの場合、裁判所はまた、このような捜索及び押収に際して、コート・

コミッショナーに警察の補佐を与える。従って、この裁判所の委任は強制捜査に近く、侵

害者・市場に対する影響はかなりのものとなる。 

 

① ジョン・ドゥ（アショーク・クマール）命令 

例外的な事実や所定の状況下にあるケースでは、侵害商品・活動の捜索・押収をあらゆ

る場所で補佐するため、その捜索・押収の過程で偽造者・侵害者として同定されうる潜在

的被告に対して、裁判所は、インドで「アショーク・クマール」命令と呼ばれるジョン・

ドウ命令を出す。この「ジョン・ドウ」命令では、未知の人物が被告として訴え提起でき

そうな同定可能な範疇に属し、その人物の活動が訴訟の範囲内に入っている場合、原告は

その人物に対して訴訟を始めることができる。ジョン・ドウ命令は、実際に侵害行為を

行っており、所有者がその正体を確認している潜在的な侵害者に対して実施可能であり、

原告に対して予防的で迅速な救済措置を提供する。 

Taj Television Limited vs. Rajan Mandal [(2003)F.S.R. 22]のケースでは、原告は「テ

ン・スポーツ」チャンネル及び、インドにおける 2002 年サッカーワールドカップの単独

かつ排他的「放送」複製権を持っていた。原告は、国内の様々なケーブル局とこの番組を

送信する協定を結んでいたが、許可無く番組を放映する無許可ケーブル局が多く存在し、

その中のいくつかが特定された。そこで原告は、ワールドカップの時に、有名及び無名の

ケーブル局に対して著作権法の下で放送複製権を侵害しないよう訴訟を起こした。デリー

高等裁判所は、2002 年 6 月 14 日付けの一方的命令にあるように、コート・コミッショ

ナーに権限を与えて、2002 ワールドカップサッカーゲームを不法に放映していたケーブル

局の敷地内に入り、必要な証拠を集めた。裁判所は、サッカーの試合は 2002 年 5 月 31 日

に始まって 2 週間後には終了するため、原告は、不正の除去までに限られた時間しかなく、

また様々なケーブル局による無認可送信は、原告に対する収入及びライセンス料の損失を

生じるだけでなく、番組を放映するため正当に認可を受けていた既存のライセンス取得者

との関係にも影響を与えるという特別な状況であったと考えた。 

MSM Satellite Singapore Pte Ltd. vs. Star Cable Network & Ors. [FAO(OS)No. 211 o
f 2010]の場合、デリー高等裁判所の二人裁判官法廷は、特定された 41 名の被告及び大半

がケーブル局であった不特定数の不特定被告に対して、一方的暫定差し止め命令を出して、

ライセンス・許可を得ることなく原告の「ソニー・セット・マックス」チャンネルを送信

して、人気のあるインドのクリケットプレミアリーグの試合を放送する原告の権利を侵害

することを差し止めた。 

ESPN Software India Private Limited vs. Tudu Enterprise & Ors. [MANU/DE/1061/2
011]の場合、デリー高等裁判所は、原告の 2011 年 ICC クリケットワールドカップの排他

的放映権を保全するため、特定された 175 名の被告（トーナメントの間に原告が特定した）

及び不特定数の不特定被告に対して、ジョン・ドウ命令及び一方的暫定差し止め命令を出

した。 

Ardath Tobacco Company Limited vs. Munna Bhai and Others [2009 (39) PTC 208]に
よる場合、原告は、国際的に知られている「ステート・エクスプレス 555」というたばこ

の製造及び販売に従事していた。原告は、デリー高等裁判所に対して、たばこの販売業

者・仕入れ業者である 6 被告に対し、原告のたばこのパッケージ及びトレードドレスと同

一もしくは紛らわしいほど類似する「ピーコック」のラベルでたばこを扱うことを止める

よう訴訟を提起した。原告はまた、特定の被告の他に、不特定の被告に対してもジョン・

ドウ命令を求め、裁判所はこれを与えた。一方的差し止め命令によれば、法廷は、(i)詐称
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通用及び、原告の芸術的作品を侵害する欺瞞的なたばこを販売することをやめさせる暫定

差し止め命令を被告に出し、(ii)コート・コミッショナーに、被告の敷地及び、欺瞞的商品

が貯蔵されていると疑われるその他の敷地を訪れるよう指示した。コート・コミッショ

ナーは、被告の敷地内だけでなく近くの敷地内でも侵害商品を見つけ、正当にこれを押収

した。 
 

３． 追加手続き 

一方的差止命令が認められた場合、その命令は、署名済み謄本の受領日から所定の日数

内または裁判所が定める期限内に被告に送達されなければならない。被告は、一方的差止

命令に対する抗告（上訴）を申し立てるか、命令の取り消し／変更／修正を求める申し立

てを提出することもできる。同時に被告は、陳述書（訴訟申立書に対する正式な答弁）お

よび原告の暫定的請求に対する答弁書も提出しなければならない。 
一方的命令の認容は裁量的なものであるから、裁判所は、一方的差止命令を認めず、被

告に対し陳述書および答弁書の提出を求める通知を発することを決定し、請求の実体につ

いて暫定的請求を審理することができる。その場合、被告には、陳述書および原告の暫定

的請求に対する答弁書の提出には、提出すべきとの通知を受領した日から 3 カ月の期間が

与えられる。 
 
原告には、原告訴答（被告の答弁書に対する箇条書きの正式な答弁、答弁書に対する反

駁）および原告の暫定的請求に対する被告の答弁への答弁書を提出する機会が与えられる。

訴答手続きが終了すると、裁判所は、暫定的請求について双方から主張を聞き、一方的差

止命令を認めるか否かを決定する。訴訟は同時に正式事実審理へと進むこととなる。 
 

実際には、正式事実審理をすべて行って問題が解決するまで長い時間を要すること、被告

が和解に応じる場合が非常に多いことから、原告が差止命令の獲得に成功すれば、手続き

はほとんど終結する。 
 

４． 訴訟の期間と費用 

インドでは、訴訟案件の期限及び費用は規定されていない。ただし、慣行に基づいて控

えめに見積もれば、暫定的命令の申立ての処理は約 3～18 カ月である一方、特に、恒久的

差し止め命令及び損害賠償に関係する訴訟の終局判決には、約 4～5 年かかる。 
 
実際、原告が暫定的差し止め命令を獲得できた場合（このような命令は慎重な考慮の末

に出されるため、通常は非常に深刻な局面であり、一般には次の訴訟手続段階に移ること

を意味する）、被告は、和解・調停に進むのが賢明であると考え、その場合、訴訟は最後

まで闘われることなく裁判所の和解によって処理される。 

インドでは、一定の費用規定も存在しない。民事訴訟の場合は、案件の複雑さ、訴答及

び抗弁における論争、手続・経過観察の性質と経過、訴訟参加という訴訟行為、案件に関

わる法律家と代理人の年功序列に絶対的に左右されるため、民事訴訟の費用は予測するこ

とさえ現実的ではない。 

 
知的財産権に関わる訴訟を提起する際に裁判所に支払う公的裁判費用については、知的

財産権訴訟では 5,000 ルピー（被告の口座の開示に関する救済が求められた場合）及び、

あるいは、訴訟の訴額の 4％（損害賠償による救済が求められた場合、デリー高等裁判所

による金銭的管轄を生じる訴額は、200 万ルピーとなる）である。原告は、請求上は選択

的なものではあるが、不当利得の返還及び損害賠償の額の両方の開示を救済措置として求
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め、被告の行動・姿勢によって、またより現実的な選択肢等として、後続の手続の中で一

つを選択する。 
 
５． 商標 

（１） 商標の侵害 

 商標法の下での商標の登録により、登録所有者には、登録した商品あるいはサービスに

ついて商標の独占的使用権と、第三者による侵害が発生した際の救済が裁判所から与えら

れる。侵害に対する法定救済措置は、登録された商標に対してのみ与えられる2。 
 

（２） 侵害を構成するもの 

現行の 1999 年商標法の下で商標の侵害にあたる行為は、以前の 1958 年の商標法の下で

の侵害行為より、実質的に広くなっている。旧法の下では、侵害の法的救済措置は、商標

が登録された商品に対して、同一あるいは欺瞞的に類似する標章が第三者によって使われ

た場合にのみ有効であった。現行法の第 29 条は、侵害の範囲を広げて、明確に以下の行

為を含めている。 
 

① 先行する商標が登録された同一・類似の商品・サービスに対して、同一・類似の商標

が使用されて、混同を生じるおそれがある場合。商標が同一で、商品・サービスまた

同一である場合、公衆に混同を生じさせるおそれがあると法的に推定される。 
 
② 類似しない商品・サービスについて、同一・類似の標章を使用する場合、ただし、登

録商標がインドで名声があり、正当な理由のない商標の使用が、登録商標の識別性及

び名声を不当に利用しあるいはそれを損なう場合。 
 

③ 先行する商標が登録されている同一商品・サービスを扱うビジネスに関して、商号・

会社名の一部として、第三者が登録商標を使用する場合。 
 

④ 登録商標を貼付することが権利所有者から認められていないことを、またそう考える

理由知っていながら、その商標を、営業文書として、あるいは商品・サービスの広告

として、商品のラベルや包装に使用するか、使用が意図される物質に貼付して、登録

商標を使用した場合。 
 
⑤ 工業あるいは商業事項における誠実な慣行を不当に利用し、またそれに反する広告に

登録標章を使用して、その商標の識別性あるいは名声を損なう場合。 
 

⑥ 登録商標が言葉から構成される場合、その言葉の口頭使用もまた侵害となることがあ

る。 
 
（３） 侵害目的の使用 
商標侵害の判定において、ある人が以下の行為を行う場合、登録商標を使用すると判断

される。 
 
① 商品あるいは包装に貼付する場合。 

 

                                                            
2 非登録商標の場合の詐称通用の救済については、第 5 条(b)以降参照 
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② 登録商標の下で、販売のために商品を提供あるいは展示し、市場に出し、これらの目

的のため貯蔵するか、あるいは登録商標の下で、サービスを提供あるいは供給する場

合。 
 

③ 商標を付けた商品を輸入あるいは輸出する場合。 
 

④ 営業文書あるいは広告のために登録商標を使用する場合。3 
 
上記の条項の範囲及び適用を具体的に表した判決について、以下に論じる。 

 
（４） 同一品・模倣品 
以前に述べたように、露骨な模倣品・海賊版の場合、裁判所は躊躇することなく、侵害

者に対抗する即時の救済を与える。 
 
①  Louis Vuitton Malletier vs. Atul Jaggi & Anr. [2010 (44) PTC 99]の場合、原告は

デリー高等裁判所に対して、（i）原告は、とりわけ革製品及びアクセリーにおいて、

長年の周知の登録商標「ルイ・ヴィトン」及び「LV」ロゴの所有者であり、また花柄

とイニシャル「LV」の組み合わせを含めた芸術的作品の所有者であること、（ii）被

告は、原告の商品を模倣して、「ルイ・ヴィトン」の商標と「LV」ロゴを財布や札入

れ、ハンドバッグに使用して、これを侵害したという根拠で、訴訟を起こした。裁判

所はこの案件に、即刻「一方的」暫定差し止め命令を与えて、被告が（i）原告の商標

である「ルイ・ヴィトン」や「LV」ロゴ等をつけた商品を直接的・間接的に取り扱う

こと、（ii）同一あるいは実質的に類似するパターンで、原告の芸術作品の著作権を

侵害することを差し止めた。当初被告は裁判で争っていたが、訴訟手続の経過の中で

譲歩し、侵害商品を一切提供・販売しないと申し出た。これにより本件は決着し、原

告は恒久的差し止め命令を得た。 
 

②  Adidas AG & Anr. vs. Green Line Polymer Limited [2011 Indlaw DEL 470]の場

合、原告は、世界及びインドで使用されている周知の登録商標「アディダス」と「3
本線」と「3 本ストライプ」等のロゴの所有者である。 

 
原告は、ニューデリーの関税局長官室から、被告が中国から輸入した履物の委託荷

物を税関が調べている時に、「アディダス」を含む異なるブランドを付けた履物類を

見つけたという連絡を受けた。原告は関税局長官のところに行き、被告が商標「ア

ディダス」と「3 本線」及び「3 本ストライプ」のロゴを付けた模倣品シューズを輸入

していたことを知った。そこで原告は、同部に模倣品を押収するよう強く抗議した。

その後の取り調べで、原告は、被告が原告のものと同一あるいは欺瞞的に類似する商

標をつけた模倣侵害品のシューズを製造していたことを知った。ヒアリングの間に、

原告はさらに、被告が輸入した委託荷物の中に他のブランドのコピー商品も含まれて

いることを知った。原告はさらに調査し、被告が作っていた模倣品はデリーの市場で

すぐに入手出来ることを知り、これらの状況をもとに、本訴訟を起こした。 
 

デリー高等裁判所は、「3 本線」あるいは「3 本ストライプ」の伴うもの伴わないも

のを含め、「アビバス（abibas）」や「アディオクス（addiox）」の商標、その他原

告の商標・ロゴに欺瞞的に類似する商標あるいはロゴを付けた製品の、市場への提供、

                                                            
3 これには、インターネット、ウェブサイト、あるいはドメイン名、ウェブサイトアドレスへ

の標章の使用も含まれる。  
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販売、及びあらゆる取引を被告に差し止める「一方的」暫定差し止め命令を即時発令

した。被告はまた、中国から輸入した商品に関して税関当局が没収した商品を保管す

るよう命じられた。被告は後にこれを放棄した。 
 
訴訟手続の中で、被告は、違反商品は中国から来たものであり、税関によって差し

押さえられて罰金を科せられたことを法廷で認めた。その後、被告は、原告の商標を

二度と侵害しないという約束を書面で法廷に差し出した。これにより案件は決着し、

原告に恒久的差し止め命令が与えられた。 
 
（５） その他の例 

即時の差し止め命令は、様々な商標・ブランドの模倣・侵害判例の中で与えられており、

裁判所が差し止め命令を与えた使用・犯行には、T シャツへの「ラコステ」及び「わにの

マーク」の使用、オイル及び潤滑油に対する「カストロール」4、計算機に対する「カシオ」
5、スクールバッグに対するミッキーマウス、ミニーマウス、グーフィなどのディズニー

キャラクターの名前及び画像・描画6、スピーカー及びバスチューブに対する JBL7、筆記

用具に対する「モンブラン」の「3 本リングのマーク」及び商標「スターウォーカー」

（被告は、欺瞞的に類似する標章「スペースウォーカー」を使用」8、チャック及びスライ

ドファスナーに対する YKK と ZAGLAN9、グルタミン酸ソーダに対する「味の素」と

「お椀のマーク」10、車のスペア部品に対するトヨタ11、「フェレロ・ロシェ」チョコレー

トの商品外装とそっくりな外見を備えたチョコレート（違反チョコレートは「ロイズ」の

商標で売られていた）12などがある。 
 
（６） 周知の標章 

裁判所は、直接的には競合しない商品や似ていない商品に対しても、インド国内で顧客

吸引力（グッドウィル）と名声のある商標を保護している13。例えば、Rolex SA vs. Alex 
Jewellery Pvt. Ltd. [2009 (41) PTC 284 (Del)]の場合、デリー高等裁判所は、侵害に関して

強化された法令条項を適用して、よく知られた商標である ROLEX を、イミテーションの

宝石への使用を差し止めた。 
 
①   具体的なケース 

カナダの Ford Motor Company of Canada Limited & Anr. vs. Ford Service Centre [20
09(39)PTC149]の場合、原告の商標「フォード（FORD）」は、インド国内の自動車の部

品やコンポーネント、自動車の修理やメンテナンス、保守点検を必要とするサービスに関

して優先的に登録されていた。被告は、フォード・サービス・センターという名称及び様

式でガソリンスタンドを営んでいた。原告は被告に対して、登録された周知の商標

                                                            
4Castrol Limited & Ors. vs. Rajinder Kumar Gupta & Ors. [2011 Indlaw DEL 478]。 本件で

は、最終的に 100 万ルピーの懲罰的損害賠償も与えられた。 
5 カシオ計算機 vs. Rakesh Sethi & Ors.[2011 (48) PTC 119]  
6 Disney Enterprises Inc. & Anr. vs. Gurcharan Batra & Ors. [2011 (48) PTC 340] 
7 Harman International Inc. vs. Marc United Electronics & 7 Ors. [CS(OS)No. 120 of 2010] 
8 Montblanc Simplo-Gmbh vs. New Delhi Stationery Mart and Another [2008 (38) PTC 59] 
9 YKK vs. Rajindra Jain & Ors. [45(1991)DLT 655]  
10 味の素 vs. Sri Shankar Bhandar & Ors. [2011 (48) PTC 149 (Del)]  
11 トヨタ自動車 vs. Biju & Anr. [2011 (45) PTC465 (Del)]  
12 Ferrero SPA  & Anr. vs. Mahendra Dugar & Anr. [MANU/DE/2238/2013] 
131999 年に商標法が施行される前は、このような保護は登録された標章にでさえ（法律でカ

バーされない商品・サービスに対する）詐称通用の法律でしか扱うことができなかった。 
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「フォード」の法的権利を侵害されたとして訴訟を起こした。被告は、原告は自動車産業

に従事しているが被告はガソリンスタンドを営んでいて、両者の間に類似性はなく、混乱

が生じたり原告に不利益が被ることはないと、強く主張した。デリー高等裁判所は、以下

の理由で「フォード・サービス・センター」という屋号の使用を差し止めた。 
 
ⅰ．通りがかりの自動車運転手は、被告が目立つよう掲げた「フォード・サービス・セン

ター」の看板を見て、そこが原告の自動車修理・サービスセンターかその傘下にある

という考えをもつ可能性あるため、訴えられた屋号は原告の商標を侵害する。 
 

ⅱ．さらに、現在では、ガソリンスタンドはガソリンを売るだけではなく、そこで一般に

行われている他の活動の提供者でもある。ガソリンスタンドは、得意客に空気圧や車

の洗浄、つや出し、フロントガラス拭き、潤滑油、グリース及び他の自動車部品や店

頭部品の販売、さらにはコンビニエンスストアなど、様々なサービスを提供して、互

いに競争している。「フォード・サービス・センター」の名称及び様式のもと、被告

のガソリンスタンドで行われている自動車・フロントガラスの洗浄やつや出しなどの

サービス、潤滑油、グリース及び他の部品の販売は、これらの部品、潤滑油、グリー

ス等が「フォード」の商標を付けておらず他の商標を付けている等に関わらず、原告

の商標を明らかに侵害していると思われる。これらのサービス・商品を買った消費者

は、被告のガソリンスタンドで入手できる洗浄・つや出しサービス及び潤滑油、グ

リース、部品等が原告のものだろうと考えて、被告のガソリンスタンドに引きつけら

れており、最終的に他の商品が与えられていることに注意しているとは考えがたい。 
 

ⅲ．少なくとも、被告が「フォード・サービス・センター」の名称及び様式のもとで販売

するガソリン・軽油は、紛らわしい商品であるが故に、すなわち、被告が販売するガ

ソリン及び軽油が、登録商標でカバーされている商品及びサービスに類似しているた

め、原告の登録商標を侵害しているに等しい。原告の登録は、自動車部品及びサービ

スのほぼ全領域をカバーしている。自動車の燃料は自動車そのものに密接に関連して

おり、多くの人々は、原告がガソリンの販売に従事していないことを知っているよう

には思えない。フォードという商標は高い顧客吸引力（グッドウィル）と名声を備え

ているため、通りがかった運転手が、被告のガソリンスタンドを原告とものと連想し

て引きつけられることはありうることである。 
 

②その他の著名なケース  
Hyundai Corporation vs. Rajmal Ganna[200735PTC652 (Del)]では、被告は、原

告の創案した商標「HYUNDAI」をテレビ、アンテナ等に使用していた。裁判所は、商標

および商品の類似性を理由として、被告が原告の周知商標を使用することを禁じた。 

Aktiebolaget Volvo & Ors. vs. A.K.Bhuva & Ors[2006 (32) PTC 682 (Del)]で、被告は、

電気モーター、ポンプ等について商標「VOLVO」を登録しようとした。原告は大型商用

車・建設機器の分野で世界トップクラスの企業である。裁判所は、被告の商品は原告の商

品と類似しており、被告が原告の考案した商標を採用することには原告の名声を利用する

意図があったものと断定し、その結果、原告に有利な暫定的救済を認めた。 

Sony Kabushiki Kaisha vs. Aashish Electricals [2006 (33) PTC 336 (Bom)]では、イン

ドでは電子製品・娯楽サービス関連に登録・使用されている原告の著名・周知商標「SON
Y」が AC アダプタなどの電子部品に商標「SONNY」を使用しようとした被告から保護さ

れた。では、インドでは電子製品・娯楽サービス関連に登録・使用されている原告の著
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名・周知商標「SONY」が AC アダプタなどの電子部品に商標「SONNY」を使用しよう

とした被告から保護された。 

Alfred Dunhill Limited vs. Mr. Girish Kumar Hatankar & Ors. 2003 (26) PTC 469 (D
el)では、原告は、特に様々な品揃えの男性用の衣服、アクセサリー、化粧品、皮製品、女

性用のハンドバック、装身具、香水、傘等の製造・販売事業に従事している、名声の高い

企業である。被告は、「Dunhill Securities Ltd」という会社名で投資会社業を営んでい

た。被告の会社名の一部としての商標「DUNHILL」の使用は、異なるサービス関連であ

るにもかかわらず、原告の国際的な名声を考慮して裁判所に侵害であると認定され、被告

はその結果、当該商標の会社名としての使用を禁じられた。 

団体標章及び証明商標についても、商標の侵害に関する特定条項が施行されている。 

 
（７） 団体標章の侵害 
 上述した商標の侵害に関する条項は、団体標章にも適用される。さらに商標法では、団

体標章の侵害に対する訴訟では、裁判所は、登録団体標章許諾使用者が被るか、被るおそ

れのある損害を考慮する権限があり、団体標章の所有者が許諾使用者に代わって金銭的救

済処置を受ける程度に応じて、命令を発することができる。 
 
（８） 証明商標の侵害 
証明商標の侵害に関しては、特定の条項が施行されており、上述した商標侵害の条項は

適用されない。その代わり、登録証明商標の所有者は、登録された商品やサービスに関し

て、その商標を排他的に使用する権利を有し、登録所有者あるいは登録証明商標の使用を

許諾された者以外の者によって行われる商標の使用が、商標としての使用と受け取られか

ねない方法で、登録証明商標とそっくりあるいは欺瞞的に類似する商標の使用であった場

合、これを侵害とする。 
 
（９）侵害の例外および適用除外規定標 
① 例外  
商標法には、商品またはサービスを商標所有者のものであると識別するために登録商標

を使用することは、当該使用が公正な商慣習に反しておらず、商標の識別性または価値を

不当に利用したり、それを害したりするものでない場合は、侵害の範囲に入らない旨の規

定がある。 
 
さらに商標法には、商品またはサービスの種類、品質、数量、用途、価値、地理的原産

地その他の特徴を示すために登録商標を使用することによっては登録商標は侵害されない

旨が定められている。また、商標が条件および制限付きで登録されている場合、登録の範

囲外で当該商標を使用することは侵害ではない。 
 
② その他の商標侵害の例外 
ⅰ．権利の消尽（商品） 

ある者が商品に商標を使用する場合において、登録所有者または登録使用者が既に当該

商標をその商品に使用していたものであって、それを抹消していないか、または登録所有

者が当該商標の使用について明示または黙示に同意しているとき。 
 

ⅱ．権利の消尽（サービス） 

ある者がサービスに商標を使用する場合において、商標所有者またはその登録使用者が

既にそのサービスに当該商標を使用しており、その使用の目的および効果が商標所有者ま
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たは登録使用者がサービスを実施する旨を表示することであるとき。 
 

ⅲ．予備部品の例外 

ある者が商品に登録商標を使用する場合において、当該商品が他の商品もしくはサービ

スの一部のために、またはその付属品として改造されたものであり、当該商品がそのよう

に改造されていることを表示する合理的な必要性があるとき。 
 

ⅳ．同時発生の権利 

2 つ以上の同一または類似商標が商標法に基づき登録されている場合、そのいずれか 1
つの商標の使用は他の商標の侵害ではない。 

 
ⅴ．再販権/並行輸入 

ある者が登録商標を付した商品を合法的に取得した場合、その者またはその者を通じて

もしくはその者の下で権利を主張する者が販売その他により当該商品を取引することは、

当該商標は商品取得後に第三者に譲渡されているとの理由から、または当該商品は所有者

によってもしくはその同意を得て市場に出されているとの理由から、侵害ではない。但し、

商品の状態が市場に出された後に変化または悪化した場合など当該所有者が商品のその後

の取引に異議を唱える合法的な理由がない場合とする。 
 
上記の例外は、商標および団体標章のみに適用され、証明商標には適用されない。 

 
③スペア部品・付属品 

Hawkins Cookers Limited vs. Murugan Enterprises [2012(50) PTC 389(Del)]の最近の

判決では、デリー高等裁判所の二人裁判官上告法廷は、圧力鍋のガスケットメーカーであ

る被告に対して、原告から訴えられていたこのタイプのガスケットに「ホーキンスに最適」

という文言を記すことを許可した一人裁判官による判決を破棄した。原告は、ガスケット

を含めた圧力鍋及びその部品に対する周知の商標「ホーキンス」の登録所有者であった。

原告は、被告が圧力鍋の部品に「ホーキンス」の商標を使用することを差し止める訴訟を

起こしていた。 

主に被告の場合、被告は商標「マユール」を採用しており、その製品、すなわちガス

ケットにのみ、同製品がホーキンスの圧力鍋に使用するのに最適と記していた。従って、

被告の製品・ガスケットの包装には、マユールという商標が目立つよう使われており、原

告の商標の侵害あるいはそれを疑う余地はなかった。被告の目的は単に、マユールのガス

ケットがホーキンスの圧力鍋に使用できることを公に知らせることであり、このような使

用は商標法では禁止されていない。 

単独裁判官は、請求を棄却し、被告は原告の商標であるホーキンスという表現を使用し

ているが、欺罔を生むような「商標」の使い方ではなく、侵害には当たらないと被告に有

利な判決をした。裁判所は、商標法の例外条項に依拠して、「マユールブランドのガス

ケットとホーキンスとの間に取引関係があると、合理的に推定できる者もしくは購入者は

いない。これは、被告が原告の商標を利用しようとしたり、あるいは関係があると見せよ

うとするケースではない。この使い方から明らかに分かるように、これは、ホーキンスの

圧力鍋の付属品として使用する場合に、単に製品の適合性を示したにすぎない。このよう

な使い方は、商標法の第 30 条に記されている例外の範囲内に明らかに入る。さらに、記

録されている証拠を見れば、商標の使用対象には、ホーキンスブランドの圧力鍋のガス

ケットの適合性を示す必要が合理的に存在する」と述べた。単独の裁判官が強調した要因

は、被告が製造したガスケットは、ホーキンスの圧力鍋に適合するよう特別に作られたと



第５節 知的財産権侵害に対する民事救済措置の適用 

163 
 

いう被告の陳述であった。裁判所はさらに、訴訟の目的は、この付属品に対して独占状態

を生んで、第三者が市場でガスケットを販売できなくするようにみえるが、被告はこのガ

スケットの付随的製造業を営むことができるという明白な立場にいるため、このような独

占状態の形成は許されることではないと述べた。 

この命令に対して、原告が上訴した時、二人裁判官法廷は、特定製品との互換性を示す

ために付属品に他の会社の商標を参照する点については同意した。ただし二人裁判官法廷

は、上訴された判決の根拠が間違っており、そのガスケットは特にホーキンスの圧力鍋の

ために製造されたことに、特に留意した。二人裁判官法廷は、被告のガスケットはホーキ

ンスに専用のものではなく、同じサイズの他のメーカーの圧力鍋にも適合しうると断定的

に述べた。従って、消費者のためには、その商品がたった 1 つの特定ブランドの圧力鍋に

適合可能であると示すことは、合理的に必要であるとは言えない。別の側面として二人裁

判官法廷は、被告のパッケージには、商標ホーキンスが消費者の目にとまるよう、違う色

で目立つよう描かれていると述べた。二人裁判官法廷は、被告が、訴えられたパッケージ

を三カ月以内に使い切り、他のガスケットメーカーが行っているように、すべての圧力鍋

に適合することを示す文言をガスケットのパッケージ素材に使うことを命じた。こうして

被告は、「ホーキンスに最適」という文言を使うことを差し止められた。 
 

④商標法の下における並行輸入の現在の位置づけ 

1999 年の商標法は、「権利の消尽」の方針を認めている。（インドの）商標登録では、

インドにおける「本物の」あるいは合法的な商品の無認可並行輸入を防ぐことができない。
14上述したように、特定の商標がついた商品が、その所有者によってあるいはその同意の

もとで市場（世界のどこであれ）に出されると、その商品に対する商標の排他的権利は

「消尽」し、その結果、その商品の後続の購入者・所有者によるさらなる取り扱いは、ど

の侵害行為にもあたらない。製品の流通を防ぐ力は、最初の販売で終了する。 
 
ただし、商標の登録所有者は、自身の商品の並行輸入・販売に合法的な理由で抗議でき

る15。この理由は、法律の中には述べられていないが、法的解釈の問題であり、この問題

に関する判決例及びコメントから対照できる理由のいくつかは、以下の通りである。 
 
ⅰ．商品の状態が、破損・変更されているか、原産国が追跡できる商品のバッチコードや

シリアル番号が削られ、損なわれている、製品の外観等が損なわれている、あるいは商品

が「実質的に」再調整されている。 
 

ⅱ．商品の損傷あるいはそれを提示することによって、商標の名声が損なわれる。 
 

ⅲ．ブランド及び商品の名声に対する消費者の混乱・欺き、あるいはダメージにつながる

品質や構成、性能、機能特性、貯蔵寿命及び、その他、識別可能で明らかに確定できる要

因について、インドで販売するよう許諾された商品及び輸入品の中に物理的・実質的差違

が存在する。 
 

ⅳ．生産国あるいは保証等について不当表示がある。 

                                                            
142 人裁判官法廷が Kapil Wadhwa & Ors. vs. Samsung Electronics Company Limited [2012
(194)DLT23]のケースで示したが、これは現在最高裁判所で上告中である。 
15 商標法第 30(4) 条、また Kapil Wadhwa & Ors. vs. Samsung Electronics Company 
Limited（上述）で支持された。 
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正当な権利所有者は、前述した点について輸入を差し止めることができる。もちろん、

(a)輸入国においていかなる権利も持たないか、あるいは(b)登録所有者との協定による地域

的制約契約により、問題の商品の販売・供給あるいは法的権利を得ることを禁止されてい

る登録所有者以外の人物・団体から商品が出ていれば、同様に差し止めることができる。

付け加える必要もないが、(b)のケースの場合、訴訟の主原因は契約違反となろう。 
 

Kapil Wadhwa & Ors. vs. Samsung Electronics Company Limited [2012(194)DLT23]
の最近のケースで、デリー高等裁判所の二人裁判官法廷は、商標法第30条4項に鑑みて、

インドへのサムスンプリンタの輸入業者による二次取引を止める権利があるという原告の

陳述について以下のように述べた。 
 
ⅰ．原告あるいは原告の外国の子会社によって外国市場に出された商品を、被告が損ねた

り、商品の状態を変更することを、原告が申し立てているのではない。申し立ては、外国

で販売されたプリンターの物理的特徴が、インドで販売されているプリンターの特徴と異

なることである。しかしこれは、外国市場に出された商品が損なわれたり、状態が変更さ

れない限りは関係ない。原告は、被告が輸入しインド国内で販売する商品の販売、供給及

びアフターサービスを管理したくてもできないと申し立てた。現在は「権利の国際的消尽

の原則」そのものが、商品のその後の販売及び供給を管理する原告の権利を奪っている。 
 
ⅱ．アフターサービスに関して、原告は、海外で販売され、インドに輸入されてさらに販

売される商品についていかなる保証も行っていないため、これらの商品を保証する責任は

なく、主張はあたらないと、裁判所はみなした。上訴人による保証及びアフターサービス

が与えられるべき一般消費者が、満足のいくアフターサービスを受けられない場合、被告

の製品に対して悪い印象をもつことがあるという上訴人の主張にとって優位な点があるか

もしれないが、輸入後にインドに売られた「サムスン」プリンターについても、原告の名

声が損なわれる可能性が同程度にないことはないと言える。これについては、被告に、サ

ムスンプリンタを販売させる一方で、「販売しているサムスン製品はインドに輸入された

ものであり、サムスン（韓国）は商品の品質を保証したり、製品に対するアフターサービ

スを提供することはない。当社が商品の品質を保証し、商品に対するアフターサービスを

提供する」と自身のショールームに目立つよう表示させるという命令を適切に下すことで

救済できる。これによって、被告の名声に悪影響を与えうる消費者の不満を回避でき、ま

たこれを行うことで、被告には、インド国内でサムスン製品の二次取引への抗議の法的根

拠がなくなる。 
 
こうして、被告は、上記の付加条項及び、保証及びアフターサービスに対して宣言を行

うことで、サムスンプリンタを輸入し販売することができた。 
 

Old Navy (ITM) Inc. & Ors., GAP (ITM) Inc. and Ors. and Banana Republic (ITM) In
c.& Ors. vs. Deepa Surekha & Ors. [2008 (37) PTC 197]の場合、原告は、数シーズン前

に製造されたが現在は使用されておらず、特定の国でのみ販売されていると言われている

商品を、登録商標「GAP」、「オールド・ネイビー」、「バナナ・リパブリック」の下で

並行輸入することへの差し止めを強く求めた。書証を精査したデリー高等裁判所は、売ら

れていた商品は、一見したところ、何の改変もなく「最初の状態」にあり、現在の流行に

それほど敏感ではないと思われる所定の国々（インドを含む）で、このような商品を再販

する許諾を与えた提携会社と原告との間の協定に従って供給が行われたとみなした。裁判

所は、事実の隠蔽についての被告の主張に鑑みて、問題の商品を被告が取引することを差

し止める暫定救済措置命令を却下した。 
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ゼロックス社& Anr. vs. Sailesh Patel & Ors. [2008 (37) PTC 526]の場合、原告は、ゼ

ロックスの商標をつけた中古品の不法輸入及び販売について申し立てた。この中古品はイ

ンドにおいて調整し直されて再販業者に販売され、さらにまたその機械がコピー店に売ら

れていた。これとは別に、製品はそれぞれハードウェアを動かすための内蔵ソフトウェア

を備えていた。被告は、(a)この機器は、「現状有姿で」合法的かつ正当に輸入・販売され

たものであり、(b)インドに輸入された商品は、中古品ではあるものの、原告の正規品であ

り、(c)輸入時及びその後の販売時にも、被告はその商品が新品ではなく中古品であること

を明確に提示していたと述べた。デリー高等裁判所は、機器に変更もしくは損傷がない限

り、その場合の変更もしくは損傷は物理的特性にとどまらず、その目的のために使用する

作動システム及びソフトウェアに関しても該当しない限り、適切な文書を添えた機器の輸

入及び再販許可を禁止することはできないとの見解を示した。輸入後は、購入者にその機

器がゼロックスの機器として販売されていることを示さないよう、ゼロックスのステッ

カーを外すなどの変更が行われる。最終的に、双方は和解に至り、訴訟は以下の条件で処

理された。 
 
ⅰ．被告（輸入業者、再販業者、卸商・コピー店等）は、被告が輸入・販売した中古のゼ

ロックス機器それぞれに、以下を開示した文書を添付しなければならない。 
 

a) 中古及び使用済み機器は、ゼロックス社あるいはその提携会社から直接輸入したもの

ではない 
 

b) ゼロックス社あるいはその提携会社による保守点検、アフターアービスはない。 
 

c) 機器は、輸入業者・再販業者が受け取ったままの状態で販売されている。輸入業者・

再販業者が、なんらかの変更を加えたり、使用性あるいは完全性を調べることはない。

輸入業者・再販業者が部品あるいは付属品を加えたり、取り除くことはない。 
 

d) この機器は、ゼロックス社あるいはその提携会社による保証・保証書でカバーされて

いない。 
 
ⅱ．前述の開示文書は、顧客が簡単に見ることができるよう、各中古機器の前面のゼロッ

クスの文字が見えるところに目立つように表示しなければならない。この開示文書は、機

器に恒久的に添付されなければならない。 
 

ⅲ．同開示文書はまた、広告物、マニュアル、宣伝、及びゼロックスの機器に関して、被

告が大衆に向けて出す他の伝達物にも内包しなければならない。 
 

ⅳ．輸入後、被告が機器になんらかの変更を加えた場合は、その機器がゼロックスの機器

ではないことを購入者・ユーザーに示すため、必ず再販・再使用する前にゼロックスの商

標を外さなければならない。 
 

ⅴ．輸入業者もしくは再販業者が、前記開示文書を機器に添付した後、他の被告（卸商・

コピー店）は同開示文書を除去・抹消してはならない。 
 
このように、「並行輸入」に関する禁止は存在しないものの、裁判所は、上で概説した

ような所定の限定要因を侵害するか、あるいはそれに留まらない商品の流通を差し止める

必要がでてくる。しかし、それはもちろん、問題の製品もしくは業界によって変わってく
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る。それぞれのケースをそれぞれの事実及び状況に鑑みて分析及び判断して、訴え提起可

能な並行輸入に相当するかどうかを見極める必要があると強調しすぎることはない。 
 
⑤輸出用商品への商標の使用 

インドにおいて、輸出目的のために商品に商標を適用し製造する活動は、インドにおけ

る商標の使用として扱われる。商標法第 56 条(1)では16、商標がインドから輸出される商

品に適用された場合、同法及び他の法律に基づいたそのような使用が不可欠なすべての目

的をもつ商品が、インド国内での商標の使用を構成するとみなされる。問題の商標が既に

第三者の名前で登録されていた場合、その商標で商品を製造することは、たとえ輸出だけ

のためであっても、優先する既存の第三者の商標がもつ法的権利を侵害することになる。

インド国内で販売するのではない（従って混乱が生じることはないと主張する）ことは、

その当事者の抗弁にはならない。 
 

ただし、ある者が長年前述の活動を行っており、第三者がその後に、問題の商標を登

録・使用した場合は、その第三者が先行する使用者を、商標の侵害で訴えることはできな

い。先行する使用者は、第 34 条の「既得権についての例外」による主張が行える。 
 
（１０） 証明商標の侵害の例外 
商標法では、特に証明商標に対して、侵害について所定の例外を定めている。 

 
① 証明商標の使用に関する規則（証明商標の使用の管理）に従って登録・適用された証

明商標について、その使用が商品あるいはサービスに相応しいと合理的に示すのに必

要である限り、商品あるいはサービスに関する標章の使用が、商標あるいはサービス

の一部あるいは付属として構成される場合。 
 

② 証明商標に条件及び制限がかかっており、登録が延長できないようなやり方で標章が

使用されている場合。 
 

③ 証明商標の使用が、登録所有者あるいは、その所有者の許諾を得た者によって適用さ

れ、その後除去あるいは抹消されていない場合。あるいは、登録所有者あるいは、そ

の所有者の許諾を得た者の同意によって適用されている場合。 
 

④ 登録された商標と同一・類似商標が、登録により与えられた使用権の行使として使用

されているとき。 
 

（１１） 商標法の下での除外 
商標法はまた、登録所有者あるいは登録使用者による妨害を受けないよう、所定の権利

及び用法を除外としている。 
 
① 商標法では、登録商標と同一もしくは欺瞞的に類似する商標の先行使用者の権利を明

らかに除外しており、このとき先行する使用は、登録所有者（登録使用者）による使

用に先立つか、あるいは登録日に先立つかのいずれか早い方における商標の使用と理

解される。言い換えれば、商標の先行使用が、同一・類似商標の登録に優先する。 

                                                            
16 商標法の第 29 条では、侵害を決定するに際し、標章をつけた商品を輸入もしくは輸出する

場合は、登録標章を使用したと見なされることがあると規定している。  
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② ある人の名前、住所、商品またはサービスの表示の善意の使用は、登録所有者あるい

は登録使用者によって妨げられることはない。 
 

③ 商標法はまた、物品あるいは物質の名称または表示である語の使用も除外している。

同法第 36 条では、商標または特許において、物品の名称または表示に関係がある一

語に対して、独占権を主張することを禁じている。ある言葉が、物品の名称または表

示としてよく知られ、またビジネスで使用が確立している場合、あるいは物品あるい

は物質が、以前特許として製造されており、その特許の権利終了から 2 年間以上経過

している場合、その言葉は、その物品あるいは物質の実用性のある名称もしくは表示

であり、その言葉の登録所有者は、商標として、その登録を取り消す必要があり、ま

た、いかなる法的手続においてもその登録に依拠することが妨げられる。 
 

（１２） 商標と著作権の境目 

商標法及び著作権法は、互いに関連しあっている。事実、商標法の第 11 条は、いずれの

法律でも、特に(a)ビジネスで使用されている未登録商標を保護する詐称通用の法、あるい

は(b)著作権法で、インド国内の使用が妨げられている商標の登録を明白に禁止している。

また、商標の登録はできても、著作権法違反による使用であるという理由で訴えられるこ

ともありうる。 

商標の登録及び保護については著作権とは異なる別の法律が存在するが、美術作品とし

て、著作権のもとで商標のラベル・ロゴを著作権登録することは可能である。 

さらに、著作権法第 45 条では、何らかの商品・サービスに関連して使用できるか使用

されている美術作品に関して著作権登録を適用するには、その美術作品と同一もしくは欺

瞞的に類似する商標が、商標法のもとで登録するために著作権登録を求める申請者以外の

者の名前によって、登録・適用されたことはないという陳述が含まれているか、あるいは

その旨を記した商標登録官からの証明書が添付されていなければならないとしている。第

45 条のもとで、登録者から証明書を提出する必要条件は必須であると考えられており、そ

れに応じないと、著作権登録が削除されるおそれが生じる17。 

 

６．  詐称通用 

（１）  はじめに 

インドは、コモンローの管轄下にあるため、インドの裁判所の詐称通用は、商標や名称、

体裁によって通常表されるビジネスの顧客吸引力（グッドウィル）を保護するコモンロー

の原則に基づいた不法行為の一形態である。これは、侵害訴訟の救済措置とは独立したも

の、あるいは追加で利用できる救済措置である。詐称通用は、ある取引者が起こした不当

表示によって、他の取引者のグッドウィルが損なわれることである。詐称通用は、法で定

義されておらず、詐称通用に関する実質的な法律は、判例法及び先例に基づく。法律は、

詐称通用に対して利用できる救済措置を扱っているにすぎない。詐称通用訴訟の利点は、

商標所有者が、インド国内での悪用から守るためにインド国内でその商標を登録している

必要がないことである。訴訟は、商標の先行使用に基づいているか、あるいは、インド国

                                                            
17 Triloki Nath Gupta vs.Durga Prasad Gupta[2004 (29) PTC 759 CB] に同等の引用：著作権

評議会の 5 人法廷の決定 
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内の商標の所有者またはインド国内における商標の周知の立場を鑑みたビジネス上のグッ

ドウィル及び名声の存在に基づく。商標権の侵害が、商標の登録に基づいた法的保護及び

同法による独占権である一方、詐称通用の法律は、使用によってビジネス上のグッドウィ

ルと名声を獲得する商標の未登録所有者を守るものである。 
 

第 27 条 2 項は、「本法のいかなる規定も、商品もしくはサービスを他人の商品もしく

は他人により提供されたサービスと詐称通用させる者に対する訴訟を提起する権利または

それに関する救済措置に影響を及ぼすものではない」と定めている。 

詐称通用は、何人も自己の商品または営業を他人の商品および営業と表示することはで

きないという原則に基づいており、かかる表示が標章、名称（「名称」とは、それを付し

て営業または取引が行われ、またはサービスが提供される名称をいう。）、標識、記号、

図形を使用したものか、体裁またはトレードドレスの模倣など他の方法によるかを問わな

い。商品の体裁は、パッケージ・容器の大きさ・形状、ラベル、包装等、商品が公衆に提

供される際のドレスや書体からなる。これには、ラベルの色彩や装飾、ラベルにおける

様々な特徴の配置が含まれる。但し、使用上の価値を有するものは物品の体裁には含まれ

ない。容器の形状や色彩は、特定の者の製品と関連づけられ、その者の製品であることを

意味するようになる。原告は、被告が模倣した体裁がもっぱら自己の商品と関連づけられ

るようになっており、被告の体裁が混同および誤認を生じさせる惧れのあることを立証し

なければならない。 

詐称通用に関しては英国のコモンローを全面的に取り入れているため先例が尊重され、

インドの裁判所はそれらに依拠している。 

詐称通用という不法行為の概念は何年もの間に拡大し、現在では自己の商品を他人の商

品と表示することのみならず、営業、サービス、職業、非営利活動にも適用される。詐称

通用に関する判例法は、競業者が既に獲得した名声の利益を、虚偽のまたは誤認を生じさ

せる表示を用いて自らが得るという不正競争行為から業者を保護するまでに発展してきた。

この種の不法行為における基本的な争点は、被告の行為が公衆に被告の営業を原告の営業

と誤認させるようなものか、あるいは両者の営業活動に混同を生じさせるものかどうかで

ある。18 
 
今日では商号が商標の代わりとなることは十分認められており、企業の名声やグッド

ウィルは商号に付随することが多く、商号は裁判所によって保護される。運送会社、保険

会社、銀行、修理業者、清掃業者等、専門的なサービスを提供する企業や会社がこうした

分野に該当する。この分野では、ある会社の名称が何らかの商品または営業に関して名声

を得ている場合に、他人が類似の商品または営業について類似の名称を後から採用したと

きは、差止命令によってその者がその名称で営業することを禁止できると判断されている。 
 
ドメイン名も商標として保護されると判断されており、インドでは裁判所が詐称通用に

基づいてドメイン名を保護した判例が多数ある。  
 
（２） 詐称通用の基本的要素  
詐称通用の基本的特徴は、次の通りである。 
 

① 原告の商品またはサービスは、市場でグッドウィルおよび名声を得ており、一定の識

別性のある特徴によって知られていること 

                                                            
18 Ellora vs. Banarsi Das  AIR [1980 Del 254] 
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② 被告が提供する商品またはサービスを原告の商品またはサービスと公衆に誤認させる、

または誤認させる惧れのある、被告による不実表示（意図的か否かを問わない）があ

ること 
 

③ 被告の不実表示から生じた誤認によって原告が損害を被ったか、被る惧れがあること 
  

詐称通用訴訟において立証すべきは、被告の商品がそれらによって表示され、構成され、

または記載されているために一般的な購入者を誤認させ、被告の商品を原告の商品と誤認

させることが予想されるということであり、詐称通用訴訟の基礎を成すのは誤認または混

同を生じさせる惧れであるとの判断がデリー高等裁判所19により示されている。原告は、

詐欺についても、ある者が実際に詐欺的であったことや原告が実際に損害を被ったことに

ついても立証する必要はない。  
 

裁判所は、詐称通用訴訟の目的はグッドウィルを保護するだけでなく、購入者が食い物

にされないようにし、不正な取引を防止することにあるとも述べている。 

 
Horicks Limited vs. Kartick Sudhakan [2002 (25) PTC (Del)]では、裁判所は、被告が

「HORLICKS」の商標とラベルをキャンディーに使用することを禁止し、被告に原告の

許諾を受けていない問題の商標の使用を認めれば、原告は被告の行為と不正使用から生じ

る結果に常に直面する惧れがあるとの判断を示した。. 
 
詐称通用の訴訟を維持するためには、商標法のもとでの商標や名称の登録は必要ではな

く、詐称通用の中身が確立していれば、未登録は、成功の障害とはならない。同様に、商

標の登録は、詐称通用の訴訟に対する防御にはならない。先行使用者の権利は守られ、先

行使用者の登録所有者に対する詐称通用の主張は、維持されうる。20 
 
（３） グッドウィル（顧客吸引力、のれん） 
詐称通用訴訟では、不実表示によって害される惧れのあるグッドウィルが保護される。

グッドウィルの性質については様々な事例で議論されている。どの範囲を指すかについて

厳密な定義は与えられないが、ある判例での議論がその概念を理解する手助けとなろう。

「グッドウィルとは何か？（中略）グッドウィルとは、企業の好評な名称、名声、得意先

などの利益である。これは、顧客を引き寄せる力である。グッドウィルは、老舗企業と新

興企業とを識別するものである（中略）グッドウィルは、その影響がどれほど広がったと

しても、その源泉に顧客を引き寄せるだけの力がない限り、価値がない。Black Law’s Dic
tionary21では「グッドウィル」を「営業の場所に関連してか、その名称に関連してか、営

業上の利益を伴うその他のものに関連してかを問わず、その所有者が営業を続ける中で獲

得したあらゆる利益（positive advantage）を包含する」と定義している。 
 
財産権の対象としてのグッドウィルは企業に付属するもので、グッドウィルの侵害は、

売上の減少、信用を害するような関連付け、企業の名声の悪用、同一または類似の商標、

名称、体裁またはトレードドレスの使用によるその他の不正取引等、様々な形態をとる。

詐称通用訴訟を提起できる権利の根拠は、被告の行為はその提供する商品またはサービス

が実は原告の商品またはサービスであると公衆を誤認させる惧れがあることである。その

                                                            
19 Ellora Industries Vs. Banarsi Das Gupta AIR 1980 DEL 254 
20 N.R. Dongre vs. Whirlpool Corporation [1996 PTC 16(SC)] 
21 Commissioners of Inland Revenue v. Miller, (1901) AC 217  
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場合に侵害されたとされる財産は、標章や名称、商品の表示ではなく、商標や名称、体裁、

トレードドレスを使用した特定の営業活動から生じる企業のグッドウィルである。従って、

詐称通用訴訟は、何らかの営業または取引活動が実際に損害を受ける可能性がある場合に

成立する。原告は、顧客や公衆が被告の活動と関連付けるようになる営業を行っているこ

とを立証しなければならない。  
 

詐称通用訴訟では、原告は、問題になっている商標の使用とその広告宣伝の証拠を提示

することによって、公衆またはある階層の公衆から見れば原告の商標、名称または体裁は

原告の商品および営業を識別できること、ならびに原告の商標に伴うグッドウィルおよび

名声を得ていることを立証しなければならない。  
 
原告は、被告の行為（不実表示）が原告のグッドウィルおよび名声を害する、または害

する惧れのあることも立証しなければならない。損害または損害を被る惧れのあることは

詐称通用訴訟の基礎であるが、訴訟維持のために損害を立証する必要はない。しかし、原

告は、被告の行為によって損害を被る合理的な可能性のあることを示さねばならない。被

告の行為はその商品を原告の商品と詐称通用させることになると立証されれば、被告の行

為の当然の結果として原告の営業に損害を与えると推定される。 
 

Beirsdorf A.G. vs. Ajay Sukhwani & Anr. [156 (2009) DLT 83]のケースにおいて、デ

リー高等裁判所は、以下のように簡潔に述べた。「損害とは、原告の名声あるいはビジネ

スに生じた損害及び損失のことである。損害は、原告のグッドウィルに対するものであり、

販売物の横流し、商い上の名声や個性の横取りなど様々な様相で生じうる。正統なブラン

ド名が傷つき、名声が低下することによって、損害を被る。価値が下がって少しずつ損害

を受け、原告の名前に悪影響や惑わしが生じることでも損害が出る。被告が、大衆を欺く

意図をもって行動した場合、損害が生じる合理的可能性がある…」 
 
（４） 国際的名声 
理論的には、詐称通用訴訟を維持するために原告は詐称通用を訴える法域における自己

のグッドウィルおよび名声を立証しなければならない。しかし、判例を通じて国際的名声

の原則がインドの裁判所で十分認められており、現在では、原告が実際にはインドで営業

していない、または取引活動がない場合でも、商標を付した原告の商品またはサービスが

国際的名声を得ており、その名声がインドまで浸透していることを原告が立証できさえす

れば、詐称通用訴訟は維持できることが十分立証されている。国際的名声は、以下の証拠

を提示することによって立証できる。 

 

①   世界売上高 
② 多数の国への進出、営業の範囲と地理的範囲 
③ 当該商標の全世界広告費 
④ インドで発行され、問題の商標の広告を掲載している国際的な定期刊行物または雑

誌、業界誌 

⑤ 外国を訪れたインド人旅行者に販売したことを示す証拠 

⑥ 複数の国で当該商標が採用されたことを示す複数の法域での国際登録数 
⑦ インドでアクセス可能なウェブサイト上の広告 
⑧ 当該商標が著名・周知商標またはサービスマークと判断された他の国の判例 
⑨ インドの業者・商社がフランチャイズまたは合弁事業の提携に関して行った引き合

い; 
⑩ 関連する問題についてインドの顧客または個人から受け取った手紙 
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⑪ インド国内の展示会または見本市への当該企業の参加  
 

要するに、原告は、その商品またはサービスが国際的名声およびグッドウィルを得てい

ること、外国に行ったインド人旅行者がその商品を購入し、インドに持ち込んだこと、イ

ンドで発行されている国際誌に当該商品またはサービスの広告が掲載され、多くの潜在顧

客が当該誌を購読し、またはその広告を見ていること、被告が問題の商標の採用に関して

納得のいく説明をしていないことを立証しなければならない。 

現在、インドでは最高裁判所を含めた様々な裁判所が、明確な判例のラインで、周知の

商標を悪用から守り、国を超えた名声を詐称通用の訴訟の中で認めている。実際、Daimle
r Benz Aktiegesellschaft vs. Hybo Hindustan [AIR 1994 Del 239]のケースでは、デリー

高等裁判所は、原告が世界中の自社の車に使用してきた周知で信望のある標章「ベンツ」

とスリー・ポインティッド・スターのロゴを、下着に使用することを差し止めた。裁判所

の見解は以下の通りである。 
 
「もし、メルセデス・ベンツのシンボル、スリー・ポインティッド・スターの商標が、

いろんな人による見境のない着色可能な偽物によっておとしめられることがあれば、私は、

それは商標及び意匠に関連する法律の大きな曲解であると思う。被告のような下着を作っ

ている人であろうとなかろうと、このような商標は、誰にでも手に入れられるものではな

く、また、誰でもが何に対しても、どんな商品に対しても適用できるものではない。その

名称はスリー・ポインティッド・スターのシンボルと同様、車に関してインド及び世界中

でよく知られている名称である。」 
 

 Whirlpool Co. vs N. R. Dongre 1996 PTC 415 (Del)では、裁判所は国際的名声に関す

るいくつかの事例に言及する中で「これらの事例では、他国で取引または営業する業者の

名声は、当該業者が全く営業を行っていなかった国まで及び得ることが認められた。業者

の国際的名声は、広範な広告宣伝活動に基づくものである。そのような業者は、自己の名

声を守るため、取引を行っていなかった地域の裁判所で差止命令を得ることができる。製

品とその商品名は、地理的地域の物理的境界を越え、商品の輸入によるのみならず、その

広告によっても国際的な、または海外もしくは域外での名声を獲得する。外国業者の商品

とその商標に関する知識や認識は、商品が市場に出ておらず、従って販売されていない場

所においても得ることができる」との見解を示した。 

  
国際的名声が確立している場合は、原告の国際的名声を利用しようとする被告の行為が

重要となり、一部の事例では裁判所が差止命令を付与する際の決め手となっている。詐称

通用訴訟において、被告の行為が被告は原告の商標の地位および名声を認識していたにも

拘わらず、自己の商品またはサービスに同一または類似の商標を採用したことを示す場合、

裁判所は、比較的容易に介入し、被告の行為を禁止する。無論、被告は、国際的名声を有

する商標と同一の商標を採用した理由を示さねばならない。Time Warner Entertainment
 vs. A.K. Das (1997) IPLR331 では、被告は原告との合弁事業プロジェクトの締結を求め

ており、被告が原告の商標の地位および名声について認識していたことは明らかであった。 

このようなグッドウィルや名声の確立に関する基準日は、被告が違法な商標または名称

を採用した日より前の日である。原告は、グッドウィルに係る財産的権利を享受している

こと、および被告の使用日の時点で商標、名称または体裁が識別性を有することを示さな

ければならない。 
 

（５） 混同および誤認を生じさせる惧れ 
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詐称通用に関する訴訟が商標、名称または体裁の類似性に基づく場合、商標比較の原則

が適用される。類似性とは何かについての一般原則はなく、個々の状況を参酌して事案が

処理される。類似性の問題を判断するに当たり，以下の要因が検討される。 
 
・ 依拠する名声の性質および範囲 
・ 商標が語からなる商標か、ラベル商標か、結合商標かという商標の性質 
・ 称呼、外観、または観念上の類似性など商標間の類似度 
・ 商標が使用される商品の性質 
・ 競業者の商品の性質、特徴および性能の類似性 
・ 商品の需要者層 
・ 商品の購入方法または注文方法 
・ 関連がありそうなその他の状況 
 

詐欺的な意図は訴訟原因の必要な要素ではないが、混同または誤認を生じさせる惧れの

有無を判断するに当たり、裁判所が、被告は詐欺的な意図をもって行動したと立証される

か否かを重視する場合もある。 
 

① 活動の分野 
たとえ全く似ていない商品・サービスであっても、被告が周知のあるいは名声のある商

標・名称を使用するのを差し止める命令を、裁判所は以前にも増して与えるようになって

きた。Beirsdorf A.G. vs. Ajay Sukhwani & Anr. (supra)（前述）の場合、原告は、世界

中で広く使用されインドでは化粧品に使われている周知の商標「ニベア」の所有者であっ

た。被告は「ニベア・インターナショナル」の商標・名称を、海外へ留学したいと望む学

生への教育サービスに使用していた。デリー高等裁判所は、被告が「ニベア」という言葉

を、商標、名称、ドメイン名、ウェブサイトアドレスに使用するのを差し止めた。デリー

高等裁判所は、製品・商品は異なるものの、問題の標章は、傑出した品質のすばらしさに

名声を得た家庭向け用品の名称であり、従って幅広く保護されるべきとした様々な判例に

依拠した。裁判所の見解は以下の通りである。 
 
「グッドウィルが大きくなればなるほど、保護の必要性も大きくなり、保護する領域も

範囲も広くなる。家庭向けの、よく知られているポピュラーな商標は、それが品質を表し、

大衆にとって特定のものを表す同義語になった時、より大きな保護が与えられる。商標の

中には、大衆がその名称・商標をつけた製品を見て、特定のものに関係づけるものがある。

このような商標は多くはないが、それを保護する傘は大きく広くなる。これらは、製品と

名前の境界線が曖昧になった商標である。商標は、単に特定あるいは特別な商品やサービ

スの形態を表すだけではなく、そのものやその人を表し始める。」 
 
ⅰ. 具体的な判例 

Larsen and Toubro Limited vs. Messrs. Lachmi Narain Trades and Ors.  [2008 (36) P
TC 223(Del)(DB)]の場合、原告であるラーセン＆テュブロ社、L&T は、高い品質・サービ

スの製品分野において、インドでもアジア有数の会社であり、インド国内及び国外で、輸

送及びインフラストラクチャ開発、ファイナンス、IT を含めた多様なビジネス活動に従事

している。これらのビジネス活動を行うにあたり、10 数社の子会社が長年にわたって「L
&T」を会社名の頭に付けて使用してきた。原告は、「L&T」という略称は二次的な意味

を獲得しており、積年の幅広い使用によって専有的な関連性をもつと主張した。原告はデ

リー高等裁判所に対して、ミニチュアサーキットブレーカなどの配電システムを含めた電

気製品のブランド名に、被告が「LNT」や「ELENTE」の名称や略語を使用するのは不当

だと、原告の製品の詐称通用を被告にやめさせる裁判を起こした。原告は、「LNT・ELE
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NTE」という名称・略称の使用は、原告のグッドウィルを組みこもうとする意図があり、

そうでなければ同じ名称を採用する理由がないと主張した。原告はまた、被告による「LN
T・ELENTE」の名称・略称の使用を差し止める暫定差し止め命令を求める申請を行った。 
 
裁判所は、被告が「LNT・ELENTE」の商標・名称・語・略称あるいは、欺瞞的に類似

する他の名称を直接的あるいは間接的に使用するのを差し止める一方的暫定差し止め命令

を出した。被告は異議を唱え、特に「LNT・ELENTE」の名称は原告の商標・名称「L&
T」とは似ておらず、「LNT」は 2001 年以来「ラクミ・ナレイン・トレーズ（Lachmi N
arain Trades）」の商号で行ってきた被告のファミリービジネスの略語形であるという理

由で暫定差し止め命令の取り消しを求めた。また、被告は 1952 年に「ラクミ・ナレイ

ン・ストア」の名前で商売を始め、その後、「ラクミ・ナレイン・エレクトリカルズ」

「ラクミ・ナレイン・トレーズ」「ラクミ・ナレイン・ケーブルズ」などの他の会社が生

まれたと主張した。裁判所は、(i)被告が使用している略称「L&T」は周知であり、その商

品と一体化していること、(ii)被告が略称「LNT」を採用したのは、「善意」からとは考え

られず、被告は長年ビジネスを営んできたが、2003 年になるまでこの略称を使おうとは思

わなかったとして、暫定差し止め命令を追認した。しかし裁判所はまた、被告への提案時

に、差し止め命令の例外として、「LNT・ELENTE－ラクミ・ナレイン・トレーズ」の表

記使用を許可すると述べた。 
 
この命令に対して、原告は、同裁判所の二人裁判官法廷に上訴した。二人裁判官法廷は、

上訴人の主張を支持して以下のように述べた。「単独の裁判官が、「L&T」あるいは

「ELENTE」の言葉が原告の商品に関連しており、購入者に対する明確で傑出した名声を

獲得したものであると結論に至ったのであれば、被告が前記の言葉あるいは音声学的に類

似する他の言葉を使用するのを許可することに正当性はない。この場合は特に、検討した

一人裁判官は、被告の名前が「ラクミ・ナレイン・トレーズ」でその略称が「LNT・

ELENTE」であるかないかにかかわらず、被告が LNT の略称を採用したのは善意からで

はないと、特定の所見として記録しており、このケースに当てはまる。」標章は、原告の

商標「L&T」との混同を生じさせる欺瞞的類似性をもつと考えられた。 
 
こうして二人裁判官法廷は、このケースの事実及び状況を完璧に正当化した単独裁判官

の事実認定に鑑みれば、略称の完全形である「ラクミ・ナレイン・トレーズ」があるなし

に関わらず、ほぼ同じ商標・ロゴを被告が使用するのを許可することに正当性はないとし

た。「LNT・ELENTE」の使用が、単独裁判官が指摘し、二人裁判官法廷が支持した理由

で許可できないのであれば、本件における「ラクミ・ナレイン・トレーズ」のような他の

表現を伴う違反ロゴ・商標を被告が使っているという理由だけで、その使用は許可できな

い。 
 
「LNT・ELENTE」の商標・ロゴで被告が市場に出している製品のいくつかは、原告が

製造したものもなく、従って、商標・ロゴの使用者が差し止められるべきではないという

被告の申し立てについて、裁判所は、「活動の分野」という判断基準はもはや有効ではな

く、本当の問題は、消費者の間に混同や欺網を実際に生じる可能性があるかどうか、その

結果原告に損害が生じるかどうかであると断定的に指摘した。裁判所は、最高裁の決定を

含めた一連の判決によって法的立場の解決をはかり、本件の事実及び状況に対する差し止

め命令に関する限り、いくつかの製品の非類似性は、当事者間の取引では具体的な違いに

ならないとした。この結果、2 人以上で裁判官で構成する法廷は、被告が違反表現である

「LNT・ELENTE」を、どのような様式においても、完全形の「ラクミ・ナレイン・ト

レーズ」を伴うものであっても、使用することを無条件に差し止めた。もちろん被告は、

「ラクミ・ナレイン・トレーズ」の名称を完全な展開形では自由に使用できる。 
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ⅱ. その他の先例   
 本田技研工業株式会社 vs. Charanjit Singh [2003 (26) PTC 1 (Del)] では、裁判所は自動

車および発電機に使用されている原告の「HONDA」の商標は国際的なグッドウィルと名

声を得ており、原告の製品を識別できるものになっていると判断した。被告が圧力鍋に同

一商標を使用したことは、公衆に被告の営業および商品を原告の営業および商品と誤認さ

せる惧れがある。被告に対する暫定的差止命令が認められた。裁判所は、被告は別の製品

を扱っているのであるから混同または誤認を生じさせる惧れは全くないとの主張を退けた。 
  

Aktiebolaget Volvo vs. Volvo steels Ltd [1998 PTC 47 (Bom)] では、ムンバイ高等裁判

所の合議体(Division Bench)では建設業で使用する鉄筋を作るために使用される鋼塊の製

造を被告に禁止した。原告は、自動車、航空機および船舶用エンジンは事業に携わる Volv
o グループと呼ばれる多国籍企業であった。 
  同様に、United Distillers Plc V Jagdish Joshi では、裁判所は「Johnnie Walker」

として知られた原告の商標を使用した噛みタバコの販売を被告に禁止した。  
 

Ciba Geigy Ltd vs. Surinder Singh 1998 PTC 545 Del では、原告は歯ブラシおよび歯

磨きの有名メーカーで、「CIBA」および「CIBACA」の商標の所有者であった。裁判所

は、被告が「CIBACA」の商標を自動車用フィルターに使用することを禁止した。被告は、

当該商標の採用に関して一切説明しなかった。裁判所は、全く別の商品の場合でも混同お

よび誤認を生じさせる惧れがあると判断した。   
 
②インドの裁判所における先例 
ある者が自己の商品または営業を他人の商品または営業と表示する方法は様々で、全く

の虚偽表示、競業者の商標と同一または模倣した商標の採用、競業者の名称の重要な部分

の採用、ある業者が使用するラベルの体裁や配色の複製、商品の意匠または形状の模倣、

あるいは競業者の商品または営業を指すものとして市場で知られている語または名称の採

用等がある。以下に示すのは詐称通用訴訟で勝訴した例である。 
 
ⅰ.  文字商標 
・Rawal Industries vs. Duke Enterprises 1983 IPLR 121  
原告は自動車用のオイルシールおよびサスペンション・ラバー・ブッシュ事業を行って

おり、「DUKE」の商標を広範に使用していた。被告は、差止命令により自動車用の絶縁

ケーブルに「DUKE」の商標を使用することを禁止された。 
 
・Bata vs. Pyarelal AIR 1985 All 242  
「BATA」の商標は、インドでブーツおよび靴に広範に使用されていた。被告は、「Ba

ta Foam」をマットレス、ソファ、クッション等に使用することを禁止された。 
 
・CEAT Tyres vs. Jai Industrial 1991 IPLR 77 
「CEAT」の商標は原告がタイヤに使用していたものである。裁判所は、差止命令によ

り「CEAT」の商標をファンベルト、V ベルトに使用することを被告に禁止した。 
 
・Alfred Dunhill Ltd. vs. Kartar Singh Makkar 1999 PTC 294 (Del) 
「DUNHILL」の商標はタバコ製品および関連する高級品に関して世界的な名声を得て

いた。被告は、「DUNHILL」の商標を繊維製品に使用することを禁止された。 
 
 ⅱ． 原告の商標を含む被告の名称 
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・Globe Super Parts vs. Blue Super Flame AIR 1986 Del 245 
原告は、「SUPERFLAME」の商標を付してガスレンジを販売しており、当該商標はイ

ンドで名声を得ていた。被告は、「BLUE SUPER FLAME」という商号を採用し、同一

製品の販売を開始した。裁判所は、被告が「BLUE SUPER FLAME」をその商号に使用

することを禁止した。  
  
・International Business Services Group (P) Ltd. vs. IBS Technologies Pvt. Ltd. 2000I 
PTC 595 (Mad) 
原告は、コンピュータソフトウェアの開発サービスに「IBS」の商標を使用し、グッド

ウィルおよび名声を得ていた。裁判所は被告に対し、差止命令により類似のサービスにつ

いて商号に「IBS」の文字・標章を組み入れ、使用することを禁止した。 
 
ⅲ． 体裁・トレードドレス・商標ラベル中の美術的著作物・商品の外観・外形・物品の

形状  
・Nestle vs. Doshi AIR 1939 Cal 466 
原告は「IDEAL」の商標のもと、識別性を有するラベルを容器に付してミルク製品を販

売し、名声を得ていた。被告は、「CORDIAL」の商標および類似ラベルの使用を禁止さ

れた。 
 
・Anglo Dutch Paints vs. India Trading House AIR 1977 Del 41 
原告は、識別性を有する配色、体裁および「1001」という数字を含むその他の特徴を伴

う容器に入った塗料を販売していた。裁判所は、「9001」という数字を伴う、原告の容器

と事実上同一の容器に入れた同一製品の販売を被告に禁止した。 
 
・Glaxo vs. Samrat AIR 1984 Del 265 
原告は、「GLAXOSE」の商標を使用した識別性を有する箱入りのグルコース粉末を販

売していた。被告は原告の箱の体裁の様々な特徴を複製しており、裁判所はその使用を禁

止した。 
  
・Camlin vs. National Pencil 1989 IPLR 215 
原告は、識別性を有する配色および体裁の鉛筆を製造、販売していた。使用された商標

は異なるものであったが、被告は配色および体裁の複製を禁止された。 
 
・Richardson Vicks vs. Vikas Pharmaceuticals 1990 IPLR 44 
被告は、原告のラベル、その配色、体裁を複製した。原告のラベルには「VICKS VAPO

RUB」の商標も含まれていた。被告の製品に使用された「VIKAS PACORUB」の商標自

体は類似するものではなかったが、被告はラベルの使用を禁止された。 
 
・William Grant vs. McDowell (1994) FSR 690 (Del) 
被告は、原告のシングルモルトウィスキー用の「GLENFIDDICH」というラベルの本

質的特徴を複製し、当該ラベルおよび虚偽の取引表示の使用を禁止された。 
 
ⅳ. 商号 
・Montari Industries Ltd. vs. Montari Overseas Ltd.1995 PTC 399 
原告は「MONTARI」の商標を商号の一部に使用し、識別性を獲得していた。被告は当

該商標を商号の一部に使用することを禁止された。二人裁判官法廷はこの判決を支持した。 
 
・Dolphin Laboratories Ltd vs. Arun Kumar Bansal 1996 IPLR 43 (Del) 
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原告は「DOLPHIN」の商号により医薬品業界でグッドウィルおよび名声を得ていた。

被告は、同一分野において商号の一部に「DOLPHIN」の語を採用し、株式発行による市

場からの資金調達を計画した。被告は商号の一部に「DOLPHIN」の語を使用することを

禁止され、市場からの資金調達の計画も中止された。 
 
７． 出訴期限 

1963 年出訴期限法により、商標侵害、詐称通用または著作権侵害に関する訴訟は、訴訟

原因が発生した日から 3 年以内に提起しなければならない。但し、知的財産権侵害の場合

は、異存がある行為の継続によって知的財産権者に訴訟原因が繰り返し発生するものと判

示されている。 
 
８． 訴訟原因 
訴訟原因とは、原告が裁判所の判決を得る自己の権利を裏付けるために、自ら証明する

必要がある重要な事実を包括したものをいう。知的財産権侵害および詐称通用に関する事

件では、訴訟原因は繰り返し発生するとみなされ、侵害または詐称通用が為される都度、

新たな訴訟原因が原告に有利に発生する。Bengal Waterproof Limited vs. Bombay Water
proof Mfg. Co. AIR 1997 SC 1398 では、ある者が他者の登録商標を侵害する場合はその時

期・場所を問わず、その者はその商標を侵害する行為を繰り返し為しており、そのような

侵害の都度、繰り返し生じる新たな訴訟原因が発生すると判示された。同様の原則は、知

的財産関連の他の事件にも適用される。 
 
９． 遅延、消滅時効、黙認 
侵害・詐称通用の訴訟は、原告が侵害行為あるいは活動を知った時点ですぐに提起しな

ければならない。一般に、商標の侵害の場合、単なる遅れは法的権利の行使及び主張の障

害にはならず、中止命令発令を覆すには十分ではない22。従って、遅れに関して、原告は

意識的に侵害もしくは詐称通用を主張する権利を放棄したと確信した被告に不利益が生じ

ない限り、遅れだけでは、救済を否定する根拠にはならない。 
 

Ramdev Food Products Pvt. Ltd. vs. Anand Bhai Ram Bhai Patel & Ors. [(2006) 8 SC
C 726]の場合、最高裁判所は、他方がその権利を侵害してお金を費やすのを一方が許し、

またその行為が、商標・商標名の独占的権利の主張に一貫しない場合、「黙認」は遅れの

一態様であるとした。単なる沈黙や不活動は黙認にはあたらない。遅延を理由に被告に差

し止め命令を出すのが不当あるいは不平等とならないか、両者の行動や活動をよく吟味す

る必要がある。他の要因がない限り、時間の経過は通常、差し止め命令発令の障害とはな

らない。 
 
裁判所は、被告自身による当初の採用は、詐欺や不誠実さによって無効になり、遅延も

しくは消滅時効の申し立ては、被告による不誠実な行為の継続を許す有効な根拠にはなら

ないとした23。Midas Hygiene Industries Pvt. Ltd. & Anr. vs. Sudhir Bhatia & Ors. [AI
R 1997 SC 1398]の場合、最高裁判所は、暫定差し止め命令を与える一方で、「訴訟を起

こすまでの単なる遅延は、このような場合の差し止め命令を覆すに十分ではない。差し止

め命令はまた、一見して商標の採用自体が不正だと見える場合に必要となる」とした。 
 
遅延、消滅時効及び黙認の問題は、このようにケースバーケースで、その利点に鑑みて

考慮される。ただし、訴訟を起こす際の遅れが説明できない場合、差し止め命令の発令に

                                                            
22 Ansul Industries vs. Shiva Tobacco Company [2007 (34) PTC 392] 
23 Ansul Industries vs. Shiva Tobacco Company（同上） 
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大きく関係することがあり、特に、暫定差し止め命令の見込みが損なわれることがある。

一時的な差し止め命令の発令は、裁量救済であり、特に原告は、問題の商標の継続的使用

が、回復しがたい損害及び損傷に繋がりうることを立証しなければならない。従って、法

的措置における遅延は、事案における強みを希釈させかねないことになる。 
 
１０． 法的手続きという脅迫 
商標法には、根拠のない法的手続きの脅迫に対する訴訟に関する規定がある。ある者が

商標侵害訴訟または同様の手続きの提起をもって他者を脅迫する場合、脅迫を受けた者は、

脅迫が不当である旨の宣言および脅迫の継続に対する差止命令を得るために、脅迫者に対

し訴訟を提起することができる。脅迫を受けた者が損害を被った場合は、損害賠償を回収

することもできる。但し、被告が商標の登録所有者であり、原告の行為は当該商標の侵害

に等しいことを被告が証明できる場合は、当該訴訟において原告が勝訴することはない。 
 
裁判所は、脅迫を行った者が侵害または詐称通用に関する訴訟を裁判所に提起すること

を制約せず24、ある者が脅迫に関する訴訟を提起しても、脅迫者がその者に対する訴訟ま

たは反訴を提起する権利を失うことにはならない。商標法は、同一訴訟物について登録商

標の所有者または登録した商標許諾使用権者が商標侵害訴訟を提起した後に、脅迫に関す

る訴訟を提起することを禁じている25。 
 
脅迫に関する訴訟を提起された者は、当該訴訟において自己を防御するために、出廷し、

反論し、証拠を提出する機会を与えられる。さらに、その者は、商標侵害または詐称通用

に関する反訴を提起することもできる。脅迫に関する訴訟は通知なしで提起することがで

き、一方的命令を求めることができるが、認められることは稀である。  
 
１１． 管轄 
商標侵害や詐称通用の訴訟は、元来の管轄地を有する地方・高等裁判所と同等以上の裁

判所で始めることができる。訴訟は伝統的にそして民事訴訟法第 20 条に従って、(i)被告

あるいは被告の誰か（1 人以上いる場合）が、住んでいるかあるいは商売を営んでいるか、

または個人的に働いて利益を得ている場所、あるいは(ii)全体であれ一部であれ、訴訟の原

因が生じた場所で提出することができる。さらに、商標の侵害訴訟に関する限り、商標法
26は、例外事項として、原告もしくは原告の 1 人（商標の登録所有者あるいは登録使用者

など）が実際かつ自発的に住んでいるか商売を営んでいるか、あるいは個人的に働いて利

益を得ている地域内の、権限を有する裁判所の管轄に訴訟を持ち込むことを許している。 
 
１２． 特許権 
（１） 侵害 
 特許権者は、特許を付与された時点で、特許権者の同意を得ていない第三者がインドで

特許製品を製造し、使用し、販売を申し込み、販売し、またはこれらの目的で輸入するの

を差し止める排他的権利を取得する。特許方法の場合、特許権者は、特許権者の同意を得

ていない第三者がインドで当該方法を使用し、または当該方法によって直接得られる製品

を使用し、販売を申し込み、販売し、もしくはこれらの目的で輸入するのを差し止める排

他的権利を取得する。従って、これらの権利に従い、特許権者以外の者が特許権者の同意

                                                            
24 Dolphin Laboratories Pvt. Ltd. vs. Kaptab Pharmaceuticals AIR 1981 Calcutta 76、

Lakshmi PVC Products Pvt. Ltd. vs. Lakshmi Polymers, Shoranur 1992 PTC 255 
25 Rajni Industries（前出） 
26 商標法 1999 の第 134 条 
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を得ずにこのような行為をなした場合は、特許権者の権利を侵害しているということがで

きる。 
 
特許の公報で出願が公開された時点で、出願人は、当該発明について特許が付与されて

いる場合と同様の権利および特権を取得する。但しこの権利は侵害に対し法的手続を講じ

る権利にまで及ぶものではない。出願人の法的手続きを講じる権利は、特許付与後に初め

て生じるものである。これらの権利には 1970 年特許法の規定が適用される。従って、政

府が法の認める特許に係わる物または特許方法を使用または取得する場合は、侵害を構成

しない。さらに、他の一定の行為も、侵害を構成しないと特許法に明示されている。 
 
インドにおける特許権侵害訴訟は、まだ初期の局面にあり、それほど多くの先例がある

わけではない。 
 
特に重要なケースは、Raj Parkash vs. Mangat Ram Choudhary27である。この判例が

考慮に値するのは、このケースが法廷（二人裁判官の法廷）で裁かれ、侵害の決定には、

特許権者の発明の本質的特性が被告によって再現されることが必要だと認めたからである。

侵害物あるいは方法における非本質的な特性は考慮されず、小さな変更の導入によって、

侵害の事実認定が否定されることはない。裁判所はまた、侵害されたと言われている請求

項は、明細書の本文をに参照することなく解釈されるべきで、明細書への参照は、問題の

請求項の構成に不明確さや困難さがあったときのみ行われるべきだとした。被告が作った

物あるいはそれが用いた方法が特許請求の範囲に入る限り、特許権者によって実際に使わ

れた方法あるいは作られた物は全く考慮されない。 
 

Ten XC Wireless Inc and Anr. vs. Mobi28の場合、デリー高等裁判所は、被告が、特許

の有効性に関して審議すべき重要な問題があるということにつき法廷にとって納得のいく

場合は、特許の付与によって、特許権者が暫定差し止め命令を出す権限をその情報からみ

て、得るわけではないとした。 
 
医薬品セクターで特に重要となる判例は、Hoffmann-La Roche Ltd. & Anr. vs. Cipla Lt

d29の画期的判決であり、このとき、原告は、被告の薬品エルロシップの販売によって特許

権が侵害されたと主張した。裁判所は、原告が被告の製品が原告の特許権の範囲内に入る

ことを証明できなかったため、被告の製品は侵害していないとした。ところが、特許の無

効性についての反訴に対する判決では、裁判所はまた特許は有効であり、被告は、その有

効性を失わせる適切な証拠を示すことができなかったとした。 
 
① 原告 

特許権者のみが侵害訴訟を提起する権限を有している。但し、特許の譲受人も、譲渡さ

れた権原の登録申請が訴訟提起日の前に提出されていることを条件として、侵害訴訟を提

起することができる。特許権者に加えて、一部の関係者が法により侵害訴訟の提起を認め

られている。 
 
② 専用実施権者 

専用実施権者も、特許侵害が実施権許諾日後になされた場合は、特許侵害訴訟を提起す

ることができる。専用実施権保有者による侵害訴訟において、特許権者は被告に加えられ

                                                            
27 AIR 1978 Del 1 
28 187 (2012) DLT 632 
29 http://indiankanoon.org/doc/123231822/ 参照 

http://indiankanoon.org/doc/123231822/
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るが（既に原告として訴訟に参加している場合を除く）被告として訴訟に加えられた特許

権者は、出頭し、訴訟手続きに関与しない限り、いかなる費用についても責任を負わない。 
 
 

③ 強制実施権保有者の権利  
強制実施権者は特許権者に対し、特許侵害を差し止めるために法的手続きを講じるよう

求めることができる。実施権者の要求から 2 カ月以内に特許権者が提訴を拒絶したか、

怠った場合、実施権者は、自己が特許権者であるものとして自己の名において、特許権者

を被告として訴訟を提起することができる。被告に加えられた特許権者は、出頭し、訴訟

手続きに関与しない限り、いかなる費用についても責任を負わない。 
 
④ 裁判管轄 
侵害訴訟は、地方裁判所またはそれより上位の管轄裁判所に提起しなければならない。

但し、地方裁判所に提起された侵害訴訟の場合において、特許の有効性に対する攻撃が抗

弁として申し立てられたときは、その訴訟は、解決を求めて管轄権を有する高等裁判所に

移送される。 
 
⑤ 例外および適用除外 
次の行為は、特許侵害を構成しない。 

 
ⅰ. 実験、研究または教育 

単に実験、研究または生徒指導を目的として特許製品または特許方法を使用して製造さ

れた製品を製造、使用、販売または輸入するか、特許方法を使用する行為は、特許侵害

を構成しない。 

 
ⅱ． 外国船 
  外国で登録された船舶もしくは航空機または外国に通常居住する者が所有する陸上車両

がインドまたはその領海に一時的または偶発的に入った場合に限り、特許発明が当該船舶、

航空機または陸上車両で使用されたときでも侵害を構成しない。 
 
但し、上記の行為は、次の場合に限り侵害を構成しない。 

 
a)  発明がもっぱら実際の必要性から船舶上で使用される限りにおいて、発明が当該船舶

の船体またはその機械、器具、装置その他の付属品で使用されている場合。 
 
b) 発明が航空機もしくは陸上車両またはその付属品の構造または機構に使用されている

場合。 
 
外国に通常居住する者が船舶、航空機または陸上車両を所有し、その国の法律がインド

に通常居住する者が所有する船舶、航空機または陸上車両における発明について互恵的権

利を認めない場合は、このような保護は適用されない。 
 
ⅲ． 法律で正当に認められた者からの輸入 

製品の生産、販売、供給について法律で正当に認められた者が、特許製品の輸入を行っ

た場合は、特許侵害にはあたらない。法律によって正当に認められた者には、特許法第 47
条の条項のもと、政府が使用するために認可された強制許諾者及び団体が含まれ、これに

ついては既に第 1 章で述べた。従って、正規商品の並行輸入は、特許法に関する限り、イ

ンドでは許される。 
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ⅳ． ボーラー条項 
インドには、米国特許法のボーラー条項と同様の規定がある。特許発明を製造し、組み

立て、使用し、販売し、または輸入する行為は、インドまたは他国における何らかの製品

の製造、組み立て、使用、販売または輸入を規制する法律の下で必要な開発および情報提

供のみを目的とし、それに合理的に関連する場合に限り、特許権の侵害とはならない。こ

の規定は、権利侵害の例外として規定されたものであるため、侵害訴訟において抗弁とし

て利用することができる。すなわち、この規定を利用する者には、自己の意図または行為

について特許権者に通知する義務はない。但し、薬事法には、承認申請中の製品に適用さ

れる知的財産または特許の開示を要求する規定がある。よって、そのような承認において

は適切な開示がなされなければならない。 
 
⑥  救済措置および救済 
特許侵害に対する刑事上の救済措置はない。侵害訴訟において裁判所が認めうる救済は、

差止命令（裁判所の条件に従う）および原告の選択による損害賠償または不当利得返還な

どである。裁判所は、事件の状況に照らして適切とみなす場合は、補償金を支払うことな

く、侵害と認定された商品ならびに主に侵害品の生産に使用される原材料および器具の一

切を差し押さえ、没収し、または廃棄するよう命じることもできる。 
 
ⅰ．専用実施権者のための救済手段 
専用実施権者が権利を侵害された当事者として自ら侵害訴訟を提起した場合、裁判所は、

その侵害が専用実施権者の権利の侵害を構成する範囲において、専用実施権者が被ったか、

被るおそれのある損失または侵害によって得られた利益を考慮する。 
 
ⅱ．損害賠償または不当利得返還に対する裁判所権限の制約 

被告が侵害をなした日に特許の存在を知らず、特許の存在を確信する合理的な根拠を有

しなかったことを証明した場合、被告に対し損害賠償または不当利得返還が裁定されるこ

とはない。ある物品に「特許」、「特許取得済み」その他当該物品について特許を取得済

みであることを示唆する文言が付されている場合でも、特許の存在を知っていたか、特許

の存在を確信する合理的な根拠を有していたとみなすことはできない。そのような認識ま

たは合理的な根拠を主張するためには、その文言に特許番号が添えられていなければなら

ない。裁判所は、所定の期間内に更新料が支払われなかった後、その期間を延長する前に

生じた侵害については、損害賠償または不当利得の返還の認容を拒絶することもできる。 
 
説明、一部放棄または訂正によって明細書が補正されている場合、補正を認める決定を

行った日までの発明の使用については、当初公開された明細書が合理的な技術および知識

をもって誠実に作成されていたことに裁判所が納得しない限り、損害賠償または不当利得

返還は認められない。裁判所は、特許侵害のいかなる訴訟に対しても差止命令の認容につ

いて制限を受けることはない。 
 
ⅲ. 一部有効な明細書の侵害に関する救済 
ある特許に関する請求項について侵害の申し立てがあれば、また、それらの請求項が一

部は法的に有効で一部が法的に無効であるとわかった場合、これらの請求項に関して、有

効で侵害を受けているものは申し立てをすることができるが、無効なものに関しては、そ

のような申し立てはしないものとする。そのような場合、専売特許権所有者に権利が与え

られた唯一の救済は（有効であるとわかった請求項について）、損害賠償や利益の返還で

はなく、禁止命令である。しかし、専売特許権所有者は、裁判をし、（法律上無効となっ

た請求項が善意で、かつ、適切な熟練と知識で構成されたと規定することで、有効で侵害

されているとわかった請求項について）損害賠償または利益の返還を得ることもある。裁
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判所が、専売特許権所有者が善意等であったと納得した場合には、当該の裁判所は、有効

な請求項には救済を与えるが、費用や、損害賠償または利益の返還を計算する日について

は判断をゆだねられるものとする。そのような判断をする場合、裁判所は、両当事者が無

効の請求項を書き入れ、そのまま残しているという行為を考慮に入れることがある。 
 
ある特許に関する請求項について侵害の申し立てがあれば、また、それらの請求項が一

部は法的に有効で一部が法的に無効であるとわかった場合、これらの請求項に関して、有

効で侵害を受けているものは申し立てをすることができるが、無効なものに関しては、そ

のような申し立てはしないものとする。そのような場合、専売特許権所有者に権利が与え

られた唯一の救済は（有効であるとわかった請求項について）、損害賠償や利益の返還で

はなく、禁止命令である。しかし、専売特許権所有者は、裁判をし、（法律上無効となっ

た請求項が善意で、かつ、適切な熟練と知識で構成されたと規定することで、有効で侵害

されているとわかった請求項について）損害賠償または利益の返還を得ることもある。裁

判所が、専売特許権所有者が善意等であったと納得した場合には、当該の裁判所は、有効

な請求項には救済を与えるが、費用や、損害賠償または利益の返還を計算する日について

は判断をゆだねられるものとする。そのような判断をする場合、裁判所は、両当事者が無

効の請求項を書き入れ、そのまま残しているという行為を考慮に入れることがある。 

 
⑦ 証明責任 
侵害訴訟において、訴訟の目的物が新製品を得るための方法である場合、特許権者また

は特許権者から特許にかかわる権原もしくは利益を得た者は、製品が特許方法によって直

接得られる製品と同一であることを証明しなければならない。その後、裁判所は、製品を

得るために被告が使用した方法は訴訟の主題である特許方法とは異なることを証明するよ

う、被告に命じることができる。この証明責任は、次のいずれかの場合に限り被告に適用

される。 
 
ⅰ. 特許の主題が新製品を得るための方法である場合。 
 
ⅱ．当該方法によって同一製品が製造される相当程度の可能性があり、特許権者または特

許権者から権原もしくは利益を得た者が合理的な努力をもってしても実際に使用された方

法を確定できなかった場合。 
 
これらの事項について当事者が証明責任を果たしたか否かを判断するにあたり、裁判所

は、当事者に製造上または商業上の秘密の開示を要求するのは不当と考える場合は、その

ような秘密の開示を要求しない。 
 
⑧ 抗弁 
特許を取り消しうる根拠はいずれも、侵害に対する抗弁の根拠として使用することがで

きる。（特許にかかわる権利の例外とは対照的に）政府による使用および取得に関連する

限り、政府による使用も侵害に対する抗弁とみなすことができる。 
 
⑨ 非侵害に関する確認訴訟 

いかなる者も、自己による方法の使用または物品の製造、使用もしくは販売が特許ク

レームの侵害を構成しないか、構成することにならない旨の宣言を得るために、特許権者

または専用実施権保有者に対し訴訟を提起することができる。この手続きは、その者が特

許権者または専用実施権者に対し、該当の物品（または方法）のあらゆる詳細を書面で提

供したうえで、非侵害の確認書を書面で依頼しており、特許権者または実施権者がそのよ

うな確認を拒絶したか、怠ったことが証明されている場合に限り行うことができる。確認
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訴訟を提起する者は、侵害を訴えられていない場合でも、提訴することができる。（非）

侵害の確認訴訟は、特許付与の公開後いつでも提起することができる。 
 

⑩ 根拠のない脅迫に対する救済 
他者から回状もしくは広告によって、または本人もしくは第三者宛ての口頭もしくは書

面の伝達によって、特許侵害について法的手続きを講じる旨の脅迫を受けた者は、その脅

迫に根拠がないのであれば脅迫者を訴えることができる。脅迫者を訴える者は、脅迫が正

当化できないものである旨の宣言、脅迫の継続に対する差止命令または脅迫により被った

損害の賠償（該当する場合）による救済を求めることができる。 
 
但し、訴えている者により特許侵害を構成することを根拠のない脅迫を行ったとして訴

えられた者が侵害行為であると証明できる場合、根拠のない脅迫であると主張して訴えた

者に、救済は認められない。実際に特許権が侵害されているか否かを判断するにあたり、

根拠のない脅迫を理由に訴えている者は、侵害を主張されているクレームが無効であるこ

とを証明する機会を与えられる。特許が存在する旨の単なる通知は、本項に記載の侵害に

対する法的手続きの脅迫には該当しない。 
 
１３． 意匠 
（１） 意匠における海賊行為および意匠権侵害 
意匠の登録所有者の許諾を得ていない者は、登録意匠の海賊行為とみなされるため、次

の行為をなしてはならない。 
 
① 登録意匠またはその不正な模倣を当該意匠が登録されている物品または物品区分に

販売を目的として使用するか、使用させること。意匠のそのような使用を可能にするこ

とを意図して何らかの行為をなすことも海賊行為である。 

 
② 登録意匠と同一区分の物品を輸入し、登録所有者の同意を得ずに、当該意匠または

その不正もしくは明らかな模倣を当該物品に使用すること。 

 
③ ある物品に登録意匠またはその不正な模倣が使用されていることを知りながら、当

該物品を公開または展示するか、その販売を行わせること。 
 
上記の根拠はすべて、その行為が販売を目的としてなされた場合に限り適用される。 

 
登録意匠の侵害を判断する一般的な基準には、次の基準を含む。 

 
① 侵害物の全体を見た場合に、登録意匠と同一であるか、または登録意匠の不正かつ明

らかな模倣であるか。 
 
② 侵害物に登録意匠との著しい相違点があるか。 
 
③ 登録意匠を一見した者がその場を離れ、その後侵害物を一見した場合に、双方が類似

していると思うか。 
 
④ 些細な変更／変形という点のみから見て、侵害物は登録意匠と異なっているか。 
 



第５節 知的財産権侵害に対する民事救済措置の適用 

183 
 

 Castrol India vs. Tide Water Oil Co.30では、高等裁判所は、回答すべき問題は類似性

が登録意匠の模倣によるか否かということであると判示した。購入者による混同または誤

認は、意匠侵害を判断する有効な基準ではない。 
 

Samsonite Corporation vs. Vijay Sales31では、デリー高等裁判所は、基本的な意匠の場

合、侵害の構成には当該意匠を正確に複製していることが必要であるとの理由から暫定的

差止命令を拒絶した。 
 
Khaitan vs. Metropolitan 32では、高等裁判所は、ある意匠が顕著な特徴を 1 つも有しな

い模様で構成されている場合、その全体的な訴求性を模倣した別の意匠は当該意匠の侵害

となると述べた英国の判決33に賛成して、これを引用した。但し、登録意匠に注意を引く

顕著な特徴がある場合は、その顕著な特徴以外の特徴を実質的にすべて真似た意匠が意匠

権の侵害とならないことがある。 
 

Bharat Glass Tube Limited vs. Gopal Glass Works Limited34では、「new or original 
（新規または創作的）」という表現は、登録意匠がいかなる場所においても未発表である

か、広く一般に知られていないという意味である。問題となっている意匠が新規でも創作

的でもないと立証する責任は明らかに原告にある。 
 
最近の訴訟 Reckitt Benkiser India Ltd vs. Wyeth Ltd35では、デリー高等裁判所の合議

体（Division Bench）が、意匠法における「original design （創作性のある意匠）」とは

何か、および「prior publication （先行公開）」とは何かを定めるガイドラインを規定し

た。「創作性のある意匠」とは何かということについては、同裁判所は、意匠とは全面的

に新規のものである必要はなく、同意匠がこれまで適用されたことのない物品に新しい方

法で適用されていれば充分である、との判決を下した。 
 
また、先行する公開の審査の条件は、先行登録意匠が公開され、外観でまたは感覚的に

判定することができるような特定の物品に適用されているように必然的な明確さを持って

いる場合のみ満たされるという判決も下された。何が先行文献に相当するかというのは、

本来、事実に関する問題であり、場合によって判断されるものである。よって、ある意匠

が無効になりやすいかどうかを判断するガイドラインを確立する助けとなる。 
 

Gorbatschow Wodka KG vs. John Distilleries Limited36の興味深い展開では、意匠法

の下で行われた登録は、詐称通用訴訟に対する防御ではないという判決が下された。原告

は、自社のウォッカのボトルの形は独特のもので、その顧客吸引力（グッドウイル）と名

声の本質的な部分を形作っていると主張した。被告側が採用したボトルは、原告のボトル

に欺瞞的に類似しているのではないかと疑われた。被告側は、2000 年意匠法の下、その形

状を登録している。裁判所は、原告側に差止命令交付し、とりわけ、以下に示す見解を述

べた。 
 

                                                            
30 (1996) PTC 202 (Cal) 
31 (1998) PTC 372 (Del) 
32 (1994) PTC 170 
33 Dunlop Rubber Co. Ltd. vs. Golf Ball Development Ltd., [1931] 48 RPC 268 
34 2008 年 AIR、SC2520 
35 http://indiankanoon.org/doc/3849421/を参照。 
36 2011 (47) PTC 100 (Bom) 

http://indiankanoon.org/doc/3849421/%E3%82%92%E5%8F%82%E7%85%A7%E3%80%82
http://indiankanoon.org/doc/3849421/%E3%82%92%E5%8F%82%E7%85%A7%E3%80%82
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「この法廷に持ち込まれた訴訟は、被告側によるインドでの製品発売の差し止めを求める

予防的訴訟である。この訴訟の根拠および基礎となっているのは、被告側が自社の製品の

販売のために、形が原告のボトルに酷似したあるボトルを採用したということである。19
99 年商標法のもと、商品の形は現在、商標の構成要素として制定法上認められている。19
99 年商標法第 2 条(zb)では、「商標（trade mark）」という表現は、「図で表示すること

ができ、ある者の商品やサービスを別の者の商品やサービスと区別できるマーク」を意味

し、「商品の形状、梱包、色の組み合わせ」を含む、と定義されている。それゆえ議会は

制定法において、商品が市場で売買されている形、梱包、およびトレードドレスと言われ

る部分の色の組み合わせ」であると認めている。ある製品を市場に出した製造者が、販売

する際に独自の形状を売りにしたその商品の独特な性質を主張することもある。 
 
原告が採用したボトルの形は、ウォッカを売る容れ物として求められているその製品の

性質や質とは、何ら機能面における関係はない。その形は、その方面の第一人者の言葉を

使えば「予想出来ない」ものである。新規性があり、原告の創意工夫や創作力から作られ

ているという点で「予想出来ない」。一見したところ、被告側が採用したボトルの形と原

告側のボトルを比較すると顕著な類似点が見られる。実際のところ、提出の過程で、被告

側を代表する弁護団が、類似点はあると認めている」。 
 
（２） 救済措置 

裁判所は、上記の根拠に基づき、上記行為をなした者に対する措置として次の救済措置

を認めることができる。 
 
① 意匠の登録所有者に対する 25,000 ルピーを上限とする金額の支払い。この支払い

は損害賠償とみなすのではなく、むしろ契約債務として回収されるべきものである。こ

の規定に基づき 1 つの意匠について回収可能な金額の総額は、50,000 ルピーを上限と

する。 

 
② 裁定された損害賠償金の支払いおよび差止命令の認容。但し、所有者が損害賠償の回

収または差止命令を求めて提訴しているものとする。 
 
上記救済措置のいずれか 1 つに限り、1 件の海賊行為において利用することができる。 
 
（３） 損害賠償の支払いの例外 
① 失効および回復 
ある意匠が失効し、その後回復した場合、当該意匠の失効日からその回復日までの間に

なされた登録意匠の海賊行為に対する侵害訴訟または当該意匠の意匠権侵害訴訟を開始す

ることはできない。 
 
② 標章の不表示 

（意匠登録の）所有者は、ある物品について意匠が登録済みであることを示す所定の標

章または所定の文言もしくは数字を自己の物品に表示しなかった場合、意匠権の侵害につ

いて罰金または損害賠償を回収することはできない。 
 
但し、所有者は、所有者が物品の表示を確実に行うための適切な措置をすべて講じたこ

と、または侵害者が意匠権の存在を知った後もしくはその存在について通知を受けた後に

海賊行為がなされたことを証明した場合、侵害者に対し損害賠償または罰金を請求するこ

とができる。 
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③ 裁判管轄  
海賊行為に関する訴訟は、地方裁判所より下位の裁判所に提起することはできない。意

匠の海賊行為に関する訴訟において意匠取り消しの根拠が抗弁として提起された場合、当

該訴訟その他の手続きは、係属中の裁判所から高等裁判所に移送される。 
 

④ 抗弁 
意匠を取り消しうる根拠は、海賊行為に対する有効な抗弁（正当化）となる。 

 
⑤ 一定分野における特許法の準用 
非侵害の確認および根拠のない法的手続きの脅迫に関する特許法の訴訟の規定は、目的

物が登録意匠である場合は実質的に適用がある。 
 
１４． 営業秘密 

インドでは現時点で、「営業秘密」を取り扱う特定の法令はなく、この用語はいかなる

法規においても定義されていない。しかし近年、法定の枠組みや保護の範囲内にこの用語

を持ちこむ試みがなされている。「営業秘密」は「機密情報」の一種であり、法規によっ

て作られたものではないが、契約の庇護のもと保護される機密情報または秘密漏示罪に関

連した法律でこれまで取り扱われており、その範囲内で判例法の本文を通じて明らかにな

り発展している。 
 
インドの機密情報や営業秘密に関する法律は、未だ発展途上にある。判例法の本文の量

は、英国や米国のコモンローには到底及ばない。この理由として、インドの過去の規制体

制が、長い時間をかけて技術を吸収しロイヤルティを休止することを求めていたことが考

えられる。さらに契約法第 27 条37が、弁護の拠り所として、あまりにも広い解釈がなされ

ることもしばしばである。一方で、さらなる訴訟が頻繁に法廷で審理されるようになると

共に秘密漏洩に対する賠償と商売や職業を行う自由という明らかに相反する考慮の間で折

り合いがつき始めている。広範な公共政策が考慮されると仮定すれば、裁判所は、常に審

理し、雇用者を保護するとしてどこか別の場所で専門職を行えるようにする一方で、裁判

所が技能の共通的な蓄積とは何かという点と、ある専門職に関して個人に備わった知識の

間に線引きをすることもあるということは、そして後者は企業の財産である機密情報であ

るが、相当な理由があるということができよう。 
 

TRIPS 協定第 39 条は、1967 年パリ条約第 10 条の 2 に準拠し、開示されていない情報

の保護に関して規定している。パリ条約第 10 条の 2 は、加盟国に対し、不正競争からの

効果的な保護を確保する権限を与えるものである。TRIPS 協定では、機密情報や営業秘密

という用語は明確に記載されていないが、「非開示情報（undisclosed information）」と

いうものは、機密情報（confidential information）と同意語であると見なされることが多

く、TRIPS 協定の第 1 条の 2 の規定通り、知的財産の分類の一つである。政府は機密情報

の開示を防止するべきである、というものと、政府は「不正な商業使用」からそのような

                                                            
37 第 27 条 競業禁止の合意は無効―どのような種類の合意であっても、合法的な職業、取引、

あるいはいかなる種類の事業をも行うことを禁止する合意は、その限りで無効である。顧客吸

引力（のれん）が売り渡されるそのビジネスについて、これを続けないとの合意の除外―例外

1：ビジネスの顧客吸引力（のれん）を売る者は、特定の地域的範囲内で同様のビジネスを続

けないようにするという点に関して、買手またはその顧客吸引力（のれん）の権原が売手に由

来するいかなる者も同様のビジネスを継続している場合には、そのような範囲が裁判所とって

合理的で、ビジネスの性質に妥当な考慮を払っているとみなされれば、当該の買手と合意して

もよい。 
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開示を保護するべきである、という第 39 条の 3 における二つの側面が強調されるべきで

ある。 
 
機密情報や営業秘密は、特に機密に関する衡平の原則および契約法の下、保護が可能で

ある。インドでは、機密情報またはそのための保護の制限は、法律上具体化されていない

が、1957 年（インド）著作権法 16 条は、以下を特に規定している限り、背任罪または秘

密漏洩罪で起訴できると想定している。 
 
第 16 条 「著作権法で規定されている場合を除き著作権は存在せず」 
いずれの者にも、発表済または未発表に関わらず、いかなる作品についても、著作権ま

たは類似した権利を得る資格はなく、この法律の条項または目下のところ効力のあるその

他の法の下、またはそれらに則るしかない。しかし、この条は、背任または秘密漏洩の罪

を規制するいかなる権利もまたは管轄も廃止すると解釈されてはならない。 
 
著作権法は、いかなる作品についても、著作権または類似した権利は、著作権法の条項

に則ってのみ与えられる、と規定している一方で、背任または秘密漏洩罪を規制する権利

を特に保留している。詳細を以下で説明するとおり機密は著作権法とは異なり、背任また

は秘密漏洩の罪にあたるとの理由で作品の発表を規制する権利が、著作権法によって規定

された保護よりも範囲が広いことは注目に値する。 
 
娯楽産業における概念やアイディアを取り扱う数多くの訴訟では、原告側は、背任また

は秘密漏洩の罪の訴訟原因だけでなく、文学作品などのような明白な形になっているかな

り詳細なアイディアや概念を保護するために著作権法にも依存していると言ってもよい。

裁判所は、そのような作品について求められた著作権を保護するだけでなく、そのような

契約がない場合にも、秘密漏洩の罪の法定において、原告側にも救済を与えることによっ

て本法を強化している。38 
 
（１） 何が機密情報となり得るか 
機密または営業秘密であると裁判所がみなす完全なリスト全ての提供が不可能であるの

は明白であり、様々な司法判断においてそのように認められている39。但し、情報が機密

情報として承認されるための決められた要件を以下に示す。 
 
① 情報そのものが機密としての必要な要素を有していること。 
 
② その情報は、信頼の義務を暗示する環境で伝えられていなければならない。 
 
③ その情報を未承認で利用した場合、情報を伝える者の損失とならなければならない。 
 
前述の原則を留意しつつ、様々な訴訟において、様々な秘密情報が承認・保護されている。

そのうちの幾つかを以下で説明する。 
 
 

                                                            
38 Anil Gupta & Anr. vs. Kunal Das Gupta & Ors. [97 (2002 年) DLT 257]; Zee Telefilms Ltd. 
& Anr. vs. Sundial Communications Pvt. Ltd. & Ors. [2003 年(27)PTC457(Bom)]; Urmi 
Juvekar Chiang, Mumbai vs. Global Broadcast News Limited & Ors. [2008 年 (36) PTC 373] 
39 Burlington Home Shopping Pvt. Ltd. vs. Rajnish Chibber [61(1995 年)DLT6] 
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① 雇用主が採用し、他者に知られていない公式、専門的なノウハウ、またはビジネスに

関する特有の形態や方法40 
 
② 意匠もしくは特別な建造方法 
 
③ 特定の製品の製造に関する製図および仕様41 
 
④ ホテルのシステムにおける所有者の情報および技術、出費・設備に関するホテルプラ

ン、企画、建築図面および技術製図など関連の推奨案、内装に関する助言または情報、ホ

テルのコンピュータシステムおよび情報技術、部屋の予約に関する技術や設備、標準規格、

マニュアル等42 
 
⑤ 顧客リストを構成するデータベース、編集43 
 
⑥ 営業秘密となるもので、充分高度な、または機密性のあるその他の情報 
 
 
「情報」とは、書類や製図のみを指しているわけではなく、口伝え、書状、実演で伝え

られる全ての種類の技術的ノウハウを指している44。 
 
以上のように、営業秘密の保護は技術的および科学的な情報に限られるものではない。

費用、値付け、計画されている資本投資、インベントリ・マーケティング戦略、顧客リス

トなどのビジネス情報は、営業秘密として適格45となることもあり、保護が可能なより大

きな機密情報の一部として扱われる。 
 
（２） 訴訟原因および可能な保護 
機密情報の保護が求められる訴訟の原因として、以下の異なる 2 種類の原因が挙げられ

る。 
 
① 契約上の原因 

秘密保持契約、雇用契約、技術ノウハウ契約、技術移転契約、ライセンシング契約など

による明確な契約上の義務または機密保持契約がある場合(この場合、機密条項の構成およ

び解釈の一つが問題となる)。 
 
契約法上の秘密情報の保護には制限がある。インドの契約法ではその 27 条に秘密を維

持する契約上の責務に対する例外が規定している。それによると、誰であれ、いかなる種

類の適法な職業、取引、あるいは営業に従事することを妨げられる契約は無効であるとす

                                                            
40 American Express Bank Ltd. vs. Priya Puri [(2006 年)IIILJ540Del]  
41  Action Construction Equipment vs. Gulati Industrial Fabric P. Ltd. 
[MANU/DE/4823/2009 年]  
42 Base International Holdings N.V. Hockenrode 6  vs. Pallava Hotels Corporation & Ors.  
[1999 年(19) PTC 252]  
43 Burlington Home Shopping Pvt. Ltd. vs. Rajnish Chibber (supra); Mr. Diljeet Titus, 
Advocate vs. Mr. Alfred A. Adebare and Ors. [2006 年(32)PTC609(Del) 
44 Konrad Wiedemann GmbH & Co. vs. Standard (Castings) P. Ltd. & Ors. [(1985 年) IPLR 
243]  
45 Michael Heath Nathan Johnson vs. Subhash Chandra & Ors. [(1995 年)PTC300]  
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る。それゆえに、人が雇用された過程で取得した知識なり経験を用いることを禁じられる

ような場合の合意は、その限りで無効である。 
 
情報がその性質上秘密である場合に、当該情報を受領する立場にある相当わきまえのあ

る者が合理的な根拠によりその情報が秘密裏に与えられたものと理解できるような状況の

下では、秘密保持の責務に違背することが生じうる。しかしながら、情報がその性質上秘

密ではない場合には、情報を受け取る者に混乱を招かないよう秘密保持契約で当該情報が

秘密であることを特に指定する必要がある。Urmi Juvekar Chiang vs. Global Broadcast 
Limited46の事案で、裁判所によって立てられた原則の一つは原告は当該情報が秘密として

扱われるタイプであったことを示す必要があったということである。 
 
忠実さの基本的義務は雇用の期間中を通して生じており、雇用が終了した後も一定の範

囲で継続する。営業秘密は主人の財産であり，それゆえに主人の意思に反した移転を禁ず

る合意を無効とする公共の利益のルールは存在しない。再び述べるが、このような合意の

有効性は 27 条の趣旨の下で審査されねばならない。我々の経験では、明確な秘密保持条

件を特徴としてはいない契約では、どんな用語が法律を付属書とし、契約書に記載される

かが問題となっている例がこれまでに多少あった」。 
 
② 不法行為とエクイティ 
契約上の義務がなく、その場合に、不法行為法の下、エクイティ、フェアプレイ、道義

心の原則でそのような情報が保護されている場合。 
 
コモンロー下、守秘義務は、当事者同士に契約関係がない場合に存在する、と規定され

ている。広な衡平の原則によれば、内密に情報を受け取った者は、それを不正に利用して

はならない秘密漏えいで原告が訴える場合は、次の要素を証拠立てしなければならない。 
 
ⅰ. 当該情報は、本質的に機密のものであった。 
 
ⅱ. 当該情報は、守秘義務を意味する状況の下で伝えられた。 
  
ⅲ. 伝えた者(原告等)にとって損害となるような形で、当該情報が許可なく使用された。 
 
 英国や米国とは異なり、インドでは、横領などの不正行為に関する訴訟はあまり行われ

ていない。ただし、インドの裁判所は、コモンロー手法を採用し、救済を与えることがで

きる。 
 
 衡平の見地から見れば、機密情報として認識されるように、情報は秘密にしておく必要

がある。当該情報は、誰もが知り得る知識になってはならない。情報を受け取る側に立っ

た場合、思慮分別のある者が、妥当な根拠によって情報が内密に与えられたことを認識で

きる状況である限り、裁判所は当該情報を機密のものであると受け取る。 
 
将来的に影響力を持つ John Brady (supra)の訴訟では、上記のようなケース全てにおけ

る秘密情報保護関連の多くの提案が具体化されている。この訴訟では、原告側が、外部の

気候条件に関係なく、年間を通じて小型ユニットでの牧草の生産を行うために、飼料生産

ユニット（FPU）を展開していた。原告側は、FPU を図解した製図の作者であり、この

製図は同ユニットを構築する際の青写真の役割を果たした。熱パネルの製造者である被告

                                                            
46 2008(2) BomCR 400 
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側は、原告から FPU 用にカスタマイズした熱パネルの供給を請け負っていた。必要なパ

ネルは、かなり特殊なタイプのものであった。被告側が、当該の部材供給のための時価の

見積もりを送付し、FPU とこれらの部材を正確に合わせることができるよう、ノウハウに

関する厳格な機密性を維持しなければならないという明確な条件のもと、FPU に関する全

ての技術的な材料、詳細なノウハウ、製図、仕様が原告側から被告側に渡される。両当事

者間の話し合いは、被告側の技術詳細の機密性を維持する約束などを含む条件が打ち出さ

れ、被告側が、原告側が求める特殊化された熱パネルの供給に同意するなどして双方が合

意して契約が締結された。後に原告側は、被告側が要求された熱パネルを供給できないこ

とを知ったために、被告側には何も注文しなかったと主張している。その後原告側は、被

告側が、その合意や厳しい機密保持条項のもとで開示されたノウハウの情報、製図、意匠、

仕様に基づいて機械の製造を好き放題に行っていることを知った。原告側の製図と被告側

の機械に類似性があるのは明らかである。その後すぐに、原告側は、開示された情報の不

正流用および製図における著作権侵害があるため秘密漏示罪ではないかという主張を申し

立てた。被告側が原告側の製図、仕様を利用したということは立証されたが、被告側は、

両当事者間で契約が締結もせず、実行されてもいないと申し立てて、機密保持条項から逃

れようとした。裁判所は、原告側に有利な判決を下し、特に、指導的判決となる Saltman
47 訴訟をはじめとする様々な英国の訴訟で推奨されている通り、これは「裁判所がエクイ

ティの一般的なルールを実施し、秘密漏洩罪を抑制しなければならない状況にすぎない」

と強調した 。 
 
インドの裁判所は、当該の Saltman 訴訟において英国の裁判所で定められた原則および

法を明確に推奨して取り入れた。Saltman 訴訟での判決は、両当事者間で実行可能な契約

が交わされたどうか、また、交わされていない場合、交わされていれば法における秘密漏

示罪が起こりえたかどうかに関するものであった。英国の裁判所は、断定的な結論に至り、

断固として以下に挙げる原則を定めた。 
 
ⅰ. 両当事者同士が、契約を締結し、一方の当事者が、契約の目的のために、または契約

に関連してある機密事項を入手した場合、例え契約書でその機密事項に関する言及がな

かったとしても、慣例としてそのような機密事項を言外の契約の条件の一つとして機密と

して取り扱うが、機密を尊重する義務は、当事者同士が秘密保持契約を結んでいる場合に

限られるものではない。 
 
ⅱ. 被告側が、同意なしに明示にまたは暗示に、直接、もしくは間接的に原告から入手し

た秘密情報を利用していると証明されれば、被告側は原告の権利侵害で有罪になる。 
 
ⅲ. 契約があったかどうかは全く重要でないように思えるが、契約であろうがなかろうが、

被告側はこれらの製図が Saltmans のものであり、明らかに機密事項であることを知りな

がら、もしくは少し後で知った上で、製図を入手した。また、極めて限られた目的のため

に製図を入手したという自覚もあった。 
 
ⅳ. 契約は別として、機密とすべき情報は、それに関する必要な機密の特質を備えている。

すなわち、公有財産や公然の知識であってはならないのである。一方で、機密文書を有し、

素材に対して作成者が手を加えた結果として、それを公式、計画、スケッチまたはそれに

                                                            
47 Saltman Engineering Coy. Ld., Ferotec Ld. and Monarch Engineering Coy. (MITCHAM) 
Ld. vs. Campbell Engineering Coy., Ld. (1948 年) 65 RPC 203 この訴訟で挙げられた原則はイ

ンドの法廷における様々な判決において取り入れられている。 
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類するものにするのは完全に可能であり、それは機密文書の作成者が頭を使った成果であ

る。このような成果は、同じプロセスを辿った者しか生み出せないものである。 
 
上記の原則に基づき、インドの裁判所は、上記ⅳで記載した「information（情報）」と

いう言葉は（上記の訴訟で述べられている通り）口伝え、文書、実演で伝えられるノウハ

ウを意味すると言明し続けていた。この言葉は、公然の知識であるかどうかにかかわらず、

性質上機密となる製図やそれに類する技術文書を意味していない。これは、このような製

図の利用は、当該製図を作成した人の労働力を無許可で利用することに等しく、したがっ

て、侵害者が競争で不正に有利な立場を得る可能性のある「きっかけ」を提供することに

なるという確立された原則に則っている。したがって、被告側が「明らかに同ビジネス分

野に飛び込む「きっかけ」として利用し原告側の損失となった」と認められたノウハウ、

仕様、製図など、完全な機密性に関する明確な条件のもと託された原告のユニットに関す

る技術情報の、被告側による悪用は阻止された.したがって、上記で詳述され、その後の多

くの訴訟で言及されたこの法的立場について言えば、秘密漏示罪の訴訟は、いかなる権利、

財産、または契約または権利の法律に依存するものではない48。訴訟の状況から暗に示さ

れた公正な守秘義務に基づくものなのである。契約はないが、公正であるという理由で救

済が特別に与えられる訴訟は豊富に行われている。 
 

Zee Telefilms vs. Sundial Communications Pvt. Ltd. & Ors.では、あるテレビ番組のコ

ンセプトノートが、提携を目的として原告側から被告側に渡されたが、提携は結局結ばれ

ることはなかった。2 人の裁判官によるムンバイ高等裁判所は、とりわけ秘密漏示罪の主

張を支持し、秘密漏示罪の訴訟が成功する原則も選択した。 
 
ⅰ. 原告は、どんな情報に依拠しているかをはっきりと特定しなければならなかった。 
 
ⅱ. 原告は、機密という環境での引き渡しであることを示さなければならなかった。 
 
ⅲ. 原告は、機密として取り扱われる種類の情報であることを示さなければならなかった。 
 
ⅳ. 原告は、ライセンスなしの利用であるのか、利用の恐れがあるのかを示さなければな

らなかった。 
 
裁判所はさらに、暫定的差し止め判決の段階では、原告側は、上記で言及のある(ⅲ)及

び(ⅳ)を証明する必要はなく、裁判中に、原告はそれらに対処し、少なくとも、それぞれ

に関して本気で論証できる訴訟であることを示さなければならない、との意見を述べた。 
 
 Bombay Dyeing and Manufacturing Co. Ltd. vs. Mehar Karan Singh49では、被告の会

社のノートパソコンを綿密に調査したところ、被告が、カスタマイズされた控訴人のソフ

トウェアおよび、控訴人のプロジェクトの一つにおける覚書（MOU）に関する文書の情

報を暴露するメールを競合企業に送っていたことがわかった。裁判所は、様々な解釈を検

討した後、営業秘密を特定するため以下の要素を規定した。  
 
ⅰ.  当該情報が社外に知られてしまう程度 
 
                                                            
48 Michael Heath Nathan Johnson vs. Subhash Chandra & Ors. (supra)で引用された Argyll 
(Duchess) vs. Argyll (Duke) [1967 年] Ch 302 
49 2010 年(112) BomLR 3759 
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ⅱ.  当該情報が社内、すなわち雇用者などに知られてしまう程度 
 
ⅲ．   営業秘密を抱える側が当該情報の秘密性を守るために取る予防策 
 
ⅳ． 競合企業に対抗するための効果のある秘密保持（saving）と当該秘密情報を有する

価値 
  
ⅴ．  当該情報を取得・展開するために費やした努力の程度または金額 
 
ⅵ．   他者が当該情報を入手・複製するのに費やした時間と費用 
 

Mr. Deiljeet Titus, Advocat vs. Mr. Alfred Adebare and Mr. Ors.50では、Titus 氏が、

秘密保持命令違反であるとして当該法律事務所の 4 人の仕事仲間を相手取って、訴訟を起

こした。この 4 人の仕事仲間は、顧客に関する情報や、かかる顧客に提供した意見やアド

バイスなどを持って、同法律事務所をやめた。裁判所は、原告の資料の複写について、そ

の利用を被告側に禁じた。 
 
裁判所の見解は以下のとおりである。 
 

「(i)守秘契約や守秘義務は、表明する必要はないが、ほのめかすことはできる。(ii)秘密漏

えいや背任、または背信は当然、関連のある状況で秘密であることを伝えること自体で作

り出される契約以外の財産権や契約とは無関係に起こり得る。(iii)裁判所は、そのエクイ

ティ上の管轄権の行使において、法の下のいかなる権利とも独立して、秘密漏洩を禁止す

ることとなろう。」 
 
③ その他の法規 

1860 年インド刑法では、営業秘密や機密情報に関連した犯罪については、特に何も規定

されていない。ただし、第 405 条の下、財産を託された者や、財産の支配権を有し、不正

に当該財産を横領、または自身が利用するために転用する者、あるいは、そのような義務

の履行に影響するような法的な命令、法律上の契約違反を犯したり、他の者がそのような

違反を犯すのを黙認したりして、当該財産を不正に使用または処分する者は、背任罪を犯

したことになる。 
 

2000 年情報技術法（IT 法）第 72A 条では、合法的な契約を破る形での個人情報の開示

に対する広範な予防策が規定されている。IT 法第 43A 条では、コンピュータ資源で機密

の個人データや個人情報を取り扱う法人が妥当な機密保護の実践や手続きの履行・維持を

怠り、そのことが、誰かが不正な損失を蒙ったり不正な利益を得たりする原因となる場合

の損害賠償としての補償が規定されている。 
 
④ 革新法案の起草  
 TRIPS 協定の交渉中にインド政府は、営業秘密は知的財産の一形態ではなく、パリ条約

第 10 条の 2 における不正競争の防止はそのような情報を保護するのに十分である、と主

張している。 
 

                                                            
50 2006 年(32) PTC 609 (Del) 
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そのために、インドの立法府は、2008 年インド革新法案を提出して一歩を踏み出した。

制定はまだこれからだが、ひとたび発効すればこの法案は、公共の利益のための例外を含

む営業秘密に関する一定の権利を一部変更する可能性がある。 
 

TRIPS 協定の第 39 条の 2 に基づくと思われる同革新法案の第 2 条 3 項によれば、「機

密情報とは、(a) 一体として、および正確な環境設定や構成要素の組み立てにおいて、当該

の情報や物品を扱うグループの人が容易にアクセスできたり、一般にそういった人の間で

通常知られているようなものではないという点において機密であり、(b)秘密であるがゆえ

に商品価値があり、(c) 当該情報を合法的に管理している者が、現状においてその情報の機

密性を保つために取る妥当な手順に従う公式、様式、編集、プログラム装置、方法、技法、

プロセスなどの情報を意味する。」 
 
第 8 条 1 項により当事者は、「契約により、機密性を維持し、横領を防止する意図を含

む機密情報に関する権利と義務を決定する条件を提示」することができる。第 8 条 2 項は、

機密情報に関する当事者の権利と義務を決定する権限を、当事者同士の契約次第で、適切

な行政に与えるものである。第 8 条 3 項は、第 1 項の内容にかかわらず、当事者が、衡平

の原則において、または守秘義務を伝える状況の結果として、生じた機密情報におけるい

かなる権利も行使することがある、と規定している。 
 
革新法案の第 9 条は、原告の同意なしに第三者が機密情報を受け取った場合、守秘義務

や公正な考察によって、当該機密情報に関する権利および義務も生じることがある、と規

定している。従って、第 8 条と第 9 条は、制定されれば、コモンローにおける秘密漏えい

訴訟、契約上の義務、衡平の原則を通じて、営業秘密の保護に関する現存の法的立場を再

確認するものとなる。 
 
１５．  著作権 
（１）  著作権の侵害 
著作権法第 51 条では、以下の場合、作品の著作権が侵害されているとみなされるべき

であると規定されている。 
 
①. 著作権者から与えられたライセンスがないまま、または、与えられたライセンスの条

件に違反して誰かが、 
ⅰ．著作権者に与えられた独占権がなければできないことを行った場合 
 
ⅱ．利益を目的として作品を許諾なくどこかで公共に伝達するという行為をした場合、そ

のような伝達が著作権の侵害にあたることに気付いておらず、そう考える合理的な理由が

ないわけでもない限り、作品の著作権は侵害されている。 
 
② いかなる者でも、著作物の侵害複製物を 
ⅰ．販売または賃貸のための作成、販売または賃貸、または商売のための陳列により、ま

たは販売または賃貸の申出を行う場合 
 
ⅱ．商売の目的のため、もしくは著作権者に有害な影響を与える程度の販売を行う場合 
 
ⅲ．取引のために公に展示することにより 
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ⅳ．インドへ輸入する場合51 
 
著作権法のもと、侵害の申し立てを起こす上で、「権利侵害の複製物」52とは、著作権

者の許諾なく行われた以下の行為のいずれかを意味する。 
ⅰ．文学作品、戯曲作品、映画作品などの音楽・美術作品の複製 
 
ⅱ．どんな媒体であれ、どんな方法であれ、作成された映画作品の複製 
 
ⅲ．音声録音に関連して、いかなる方法によるものでも、同じ録音の形体を与えるその他

の録音 
 
ⅳ．放送再生権や演者の権利を伴うプログラムや演技・演奏に関して、そのようなプログ

ラムや演奏・演技の録音や映画作品 
 
著作者の許諾なく以下のいかなる行為が行われた場合も、侵害となる。 

ⅰ．作品の有形的な複製 
 
ⅱ．作品の出版 
 
ⅲ．公衆に対する作品の伝達 
 
ⅳ．公の場での作品の興行 
 
ⅴ．作品の翻訳や脚色の製作 
 
ⅵ．作品を商業上利用または利用しようとすること 
 
物質的な複製も電子的な複製も著作権法において保護されるので、光ディスクによる侵

害複製物の作成もインターネット上での違法な電子的複製物の配信・販売も、著作権法の

条項のもとで、訴訟を起こすに足る。 
 
（２） 制定法上の例外 
著作権法には、著作権の侵害とはみなされない行為の長大なリストがある。そのうちの

いくつかを以下に挙げる。 
 
①  コンピュータプログラムではない著作物における、(i)研究を含む、私用のまたは個

人的な使用、(ii)その作品のまたは他の作品の評論または批評、(iii)公に行われる講演

の報告を含む時事情報や時事問題の報告、などのための公正な取り扱い。それ自身が

侵害複製物ではないコンピュータプログラムの一時的な保存をはじめとする特定の目

的のための電子的媒体に作品を保存する場合はいかなるものも侵害ではないというこ

とを明確にするために、この条項には説明が挿入されている。 
 
②  コンピュータプログラムの場合、オリジナルまたはバックアップ用に、基本的な原

則や概念の理解のため、または非営利的な個人利用のために行われる、プログラムの

複製物の正当な所有者によるプログラムの複製や翻案の作成。 

                                                            
51 輸入者の個人的または家庭での使用のための複製物一品の輸入には適用されることはない。 
52 著作権法第 2 条 (m)および第 51 条 
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③  担当者が保存したものが侵害複製物であることを認識、またはそのように考える合

理的な理由を持っていない限りにおける、権利の所有者から明確に禁止されていない

電子的なリンク、アクセス、統合などを提供するための作品や演技・演奏の一時的も

しくは臨時の保存。この条項には、インターネット・サービス・プロバイダーの国際

規範に関するセーフハーバー (safe harbour) (一般的に「ノーティスアンドテイクダウ

ンプロセス」と呼ばれる)を提供するために、ただし書きが加えられている。複製物の

保存担当者が、作品の著作権者から、作品や演技・演奏の一時的もしくは臨時の保存

は侵害であるとの書面申立てを受け取った場合は、同保存担当者は、21 日間または、

管轄裁判所からのその旨の命令を受け取るまでは、アクセスの便宜を慎まなければな

らない。21 日間という期間の終了前に、裁判所命令を受け取らない場合は、そのよう

なアクセスの便宜を引き続き図ってもよい。その場合、保存担当者には、同じ場所に

おける同じ作品に関する同原告によるさらなる警告に応じる義務はないものとする。 
 
最新の 2013 年著作権規則の規則 75 では、ノーティスアンドテイクダウンプロセスが詳

述されている。本質的には、著作権者が、仲介者に対して書面で(i)作品の特定、(ii)作品の

所有権、(iii)基礎をなす複製物が侵害複製物でその使用は 52 条においても、その他におい

ても認められていないという事実、(iv)保存場所、(v)既知であればアップローダー、(vi)原
告が管轄裁判所でアップローダーを相手取って侵害訴訟を申し立て、通知を受け取った日

から 21 日間以内に管轄裁判所の命令を出してもらうという約束、などの詳細について苦

情を申し立てる事がある。規則第 75 条(3)項は、仲介者に対して、作品の複製は侵害複製

物であるとの申立ての詳細について納得すれば、申立てを受け取ってから 36 時間以内に

侵害品を撤去し、申立てを受け取った日から 21 日間または、管轄裁判所からのその旨の

命令を受け取るまでのどちらか短い方の期間で、アクセスの促進を慎む対策を取るよう求

めている。 
 
したがって、前述の著作権法の条項により、とりわけ、インターネット上の違法な音楽、

アニメーション等のアップロード・ダウンロードを報告・撤去するメカニズムが提供され

る。 
 
④ 司法手続きまたは司法手続きの報告のための複製、議会のメンバーの独占的使用のた

めに議会事務局が作成した作品における複製。 
 
⑤ 出版済みの文学作品または戯曲作品からの妥当な抜粋の人前での朗読・朗唱。 
 
⑥ 教育現場における短い一節の発表。そのような節は同一の著者から多くても 2 節まで

とする。 
 
⑦ 教育課程における教師または生徒による複製、または、試験問題の一部として、また

は試験問題の答えとしての複製。 
 
⑧ 視聴者がスタッフ、生徒、生徒の親や保護者、教育施設の活動の関係者または映画作

品や音声録音の視聴者に対する連絡員に限られている場合、教育施設の活動の過程におけ

る上演。 
 
⑨ 個人宅の一室において住人が普通に利用する場合、または、クラブや組織において提

供される設備の一環として営利目的でなく利用される場合に、視聴者向けに録音されたも

のをかけること。 
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⑩ 金銭を支払わない観客の前での、または宗教施設の慈善興行のためのアマチュアクラ

ブによる文学作品、戯曲作品、音楽作品の上演。 
 
⑪ 著者が複製の権利を自身のために留保していない限りにおける、新聞、雑誌、経済・

政治・社会・宗教の時事問題に関する定期刊行物の複製。 
 
⑫ 作品がインドで販売されていない場合における、非営利の公共図書館の担当者の指示

を受けて、または指示に基づいて、公共図書館中での利用のための、ある書籍の最大 3 部

までの複製。 
 
⑬ 研究・自習のための、または図書館、美術館などの公共施設所蔵の未発表の文学作品、

音楽作品、戯曲作品を正式に発表することを目指した複製。ただし、そのような作品の著

作者の身元が既知の場合、このような複製は、著作者の死後 60 年後以降にしか作成でき

ない。著作者が複数の場合は、最後に残った著作者の死後 60 年でなければならない。 
 
⑭ 議会法を除く正式な官報で発表された複製物、注釈付きの複製物としてまたはその他

の新奇の印刷物と共に複製された場合の議会法の転載、政府によって禁止されたことがな

い限りにおいて議会の議題に報告が挙がった場合の委員会や会議または政府が指定した機

関の報告、禁止されていない限りにおいての司法機関の判決。 
 
⑮ 議会法やそれに基づく規則や命令の、政府によって翻訳されたことが無い場合インド

の公用語への翻訳の制作・発表。政府による翻訳が存在する場合は、一般への販売はでき

ない。ただし、その場合、そのような翻訳は、政府が本物と認可・容認するものではない

と、人目につきやすい場所に明記しなければならない。 
 
⑯ 建築作品の絵画、製図、彫刻、写真の製作または発表、または建築作品の展示。 
 
⑰ 恒久的に公共の場所にある場合の彫刻またはその他の芸術作品の絵画、製図、彫刻、

写真の製作または発表。 
 
⑱ 恒久的に公共の場所、または一般市民が出入りできる建物と敷地にある芸術作品の映

画への挿入、または背景としてのその他の芸術作品、または挿入が映画で表現されている

重要な内容に対する付随的なものである場合。 
 
文学作品、戯曲作品、音楽作品、芸術作品に関連した侵害の例外が、そのような作品の

翻訳、脚色に関連して同様に適用出来る。それはこれらの作品がそれそのものだけで原作

として適格であり、著作権も存在するからである。ただし、翻訳を出版するためには、原

作の著者の許可が必要である。 
 
（３） 人格権 
① 著作者の人格権 
人格権は、作品の著作者の特別な権利であり、著作権からは独立して存在し、著作権を

譲渡した後でも行使可能である。 
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著作権法第 57 条53は、以下に挙げる著作者の特別な権利を認め、その保護のために以下

を規定している。 
 
ⅰ．作品の著作者であることを主張する権利 
 
ⅱ．当該作品に関連した歪曲、損傷、修正などの行為が著作者の名誉または著作者の評価

を損なう場合に、かかる行為を差し止めまたはかかる行為についての損害賠償の主張をす

る権利 
 
作品の歪曲または損傷に関する申し立てが行われた場合、証拠によってそれが証明され

なければならない54。 
 
コンピュータプログラムに対する著作権法第 57 条の適用については特別な例外はない55。

ただし、著作権法では、人格権侵害の申し立ては、法令によって具体的に認められた複製

物または脚色が行われるコンピュータプログラムについては適用できないと規定されてい

る。 
 
② 実演家の人格権 
実演家に人格権を与える著作権法に、最近、新しく第 38B 条も加わった。興業の実演家

は、譲渡後はいかなる権利からも独立して、以下の権利を有する。 
 
ⅰ. 省略することが実演の使用の態様により指定されている場合を除き，当該実演家の実

演として特定されることを要求する権利。 
 
ⅱ. 実演家の名声を傷つけるような実演家の実演の歪曲、損傷、修正に関する、損害賠償

の制限または申し立てをする権利。 
 
当該条項の「説明」によって、編集のため、限られた時間内に録音を収めるため、また

は純粋に技術的な理由による改良のために演技や演奏の一部を単に取り除くことは、実演

家の名声を傷つけることとは見なされない、ということが明らかになっている。 
 
（４）  民事上の救済措置 
著作権侵害の申し立ての場合、著作権者は、差止命令、損害賠償、不当利得返還、侵害

複製物の引渡命令または廃棄命令などのその他の救済を得るために、管轄裁判所で手続き

を開始することができる56。 
 
① 専用利用権者 

著作権侵害の手続きを目的とした著作権者には以下が含まれる。 

                                                            
53 第 57 条は、「著作者の特別な権利」について規定している。発行者や所有者の特別な権利

については規定していない(従って、譲受人は人格権を主張することはできない)。「名誉と評

価」を損なう訴訟については、著作者のみの[Wiley Eastern Limited vs. Indian Institute of 
Management, 1995 年 PTR 53 (Del)]にも関連している。 
54 Ganapati Prasad Rao vs. Parmandi Saroj [AIR 1992 AP 230] 
55 第 57 条は、著作者の権利に関する特別な条項であり、その言葉の振り幅は最も大きい。こ

の条項は「文字通り」の表現のみに制限されるものではない。視覚的および音声の表現は直接

[Mannu Bhandari vs. Kala Vikas Pictures Pvt. Ltd. AIR 1987 Del 13]に適用された。 
56 著作権法第 55 条(1)  
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ⅰ．専用利用権者（注：専用利用権とは、利用許諾契約により当事者間で合意したことに

よるもので、登録を必要とするものではない。著作権侵害の場合に専用利用権であること

を利用権者は立証責任を負う。） 
 
ⅱ．無名またはペンネームの文学作品、戯曲作品音楽作品、または美術作品の場合は、著

作者を特定するまで当該作品の発表者、または、共同著作の場合は、いずれかの著作者が

特定されるまで。57 
 
著作権法の第 61 条では、専用利用権者が始めた著作権侵害に関する各民事訴訟やその

他の手続きにおいては、著作権者は、裁判所による異なる指示がない限り、（著作権者を

手続きの通知に載せるため）被告側として参加するものとし、著作権者が被告側になれば、

専用利用権者の主張に反論する権利を持つと規定されている。 
 
④  別個の権利の保護 
著作権法第 56 条では、いかなる作品においても、著作権を構成するいくつかの権利を

異なる者が所有している場合は、当該権利の所有者は、その権利の範囲内で、著作権法の

もと与えられる救済を受ける権利があり、他の権利の所有者を訴訟や手続きの当事者にす

ることなく、手続きを使って個別にそのような権利を訴訟や行使してもよい、と規定され

ている。 
 

（５） 裁判管轄 
著作権侵害の訴訟は、本来の管轄権を有する地方裁判所、高等裁判所より下位ではない

管轄裁判所で提訴することができる。慣例的に、インド民事訴訟法第 20 条に則って、訴

訟は(i) 被告人や被告側(2 人以上の場合)のうちの誰かが、居住または、ビジネスを営んで

いる、もしくは個人的に営利活動を行っている場所、もしくは(ii) 全面的にまたは部分的

に訴訟の原因が生じた場所、で申し立てることができる。さらに例外として、 著作権法58

はさらに、著作権侵害の訴訟を原告または原告側の 1 人（著作権者や専用実施権者など）

が実際に、かつ、任意に居住、もしくはビジネスを営んでいるか、個人的に営利活動を

行っている地域にある管轄裁判所の管轄に持ち込むことを認めている。 
 
（６） 2012 年著作権（修正）法の他の重要な修正 
① 技術的保護手段の回避防止 
著作権侵害を抑制する目的で、2012 年著作権(修正)法により第 65A 条が追加記載され、

以下が規定された。 
 
著作権法によって与えられた権利を保護するために適用された効果的な技術的手段を、

当該権利を侵害する意図で回避する者は、最長 2 年の禁固刑の上に罰金も科せられること

がある。但し、上記の条項に対する例外として行うこととして以下が挙げられる。 
 
ⅰ．著作権法では明確に禁止されていない目的のために行う上記の事柄。その場合、他の

人物が、かかる目的で技術的手段を回避する行為を助ける者は、その人物の名前、住所な

ど、その人物を特定するのに必要な全ての関連個人情報の完全な記録とかかる目的を保全

することが条件である。 
 
                                                            
57 著作権法第 54 条 
58 1957 年著作権法第 62 条 
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ⅱ．暗号化した複製物で合法的に入手したものを利用した暗号研究に必要なこと。 
 
ⅲ．適法な調査。 
 
ⅳ．所有者の承認を得てコンピュータシステムまたはコンピュータネットワークのセキュ

リティのテストを行うために必要なこと、または、 
 
ⅴ.   操作者の承認。 
 
ⅵ．利用者の特定・監視のために行われる技術的手段を回避するのに必要なこと。 
 
ⅶ．国家の安全のために必要な手段を講じること。 
 
前述の条項の理論的根拠は、デジタルメディアにおける侵害行為が高い比率で行われる

のを防ぐことにある。 
 
最近の訴訟、Sony Computer Entertainment Europe Ltd. vs. Harmeet Singh & Ors. 

[2012(51)PTC419(Del)]では、原告は、プレイステーションのゲームコンソール、プレイ

ステーション 2 コンピュータエンターテインメントシステム、プレイステーション携帯型

エンターテインメントシステムなど、携帯用及び自宅用コンソールのプレイステーション

ラインのハードウェアおよびソフトウェアの生産・販売を行っていた。原告も、プレイス

テーションおよびその他のエンターテインメントシステムで利用できる様々なハードウェ

アおよびソフトウェアを売り出しており、「アンチャーテッド エル・ドラドの秘宝」「レ

ジスタンス」「キルゾーン」「インファマス」などのゲームなども発表している。原告は、

被告側が原告のホームエンターテインメントシステムを、原告の許諾も同意もないままに

改良を加えたり、コンピュータ用のゲームとして海賊版のソフトウェアをアップロードし

たりして販売し、原告の著作権侵害を行っているとして、訴訟を起こした。また原告は、

被告側がいかに組織ぐるみでシステムを解除し原告のオリジナル機器を改造し、海賊版の

ソフトウェアでの利用に向けて準備していたかを概説した。さらに原告は、被告側がオリ

ジナル機器の暗号コードを破るために「ジェイルブレイク」として知られるソフトウェア

を利用し、追加料金を払えば、これもまた被告側が提供する全ての海賊版ゲームのアップ

ロードにこれらの機器を使えるようにしていると申し立てた。「ジェイルブレイク」ソフ

トウェアを利用した暗号コードのこのような上書きは、コンソール内部における技術的保

護手段の回避、ひいては原告のオペレーションシステムのソフトウェアにおける原告の著

作権の侵害に当たり、そのような行為は著作権法では禁止されている。被告側の違法行為

の結果として、2 つの要素が挙げられる。第一は、原告のオリジナル機器は、同意を得な

いまま改造されていることで、第二は、被告側が原告の許諾・同意を得ずに海賊版のゲー

ムを発表して原告の著作権を侵害していることである。 
 
上記の事実の誤認を検討の上、デリー高等裁判所は、即時かつ一方的差止命令を交付し、

被告側が、原告のソフトウェアプログラムまたはゲームに関して使用、複製、販売、販売

提供、配信、ハードディスクへのロード、当該コンソールの処理装置の改造、技術的保護

措置の回避、原告のソフトウエア・プログラム/ゲームの公然の偽造版または無許諾のバー

ジョンの発行など、原告の著作権侵害にあたるいかなる行為を行うことも禁止した。被告

側はさらに、原告の登録商標にあたる「プレイステーション」とそのロゴの侵害にあたる

ような方法での、プレイステーション 3 コンソールの状態を改変することも禁止された。

これは、裁判所が、著作権法において、技術的保護措置に関する最近の修正に言及した初

めての訴訟である。 
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②  デジタル著作権管理情報 

2012 年著作権法によって第 65B 条が導入され、著作権管理情報59が規定された。この

条項では、故意に著作権管理情報を無許可で削除・変更する者、無許可で配信、配信のた

めの輸入、公共放送・伝達する者、電子的著作権管理情報が無許可で削除・変更されたこ

とを知りながら作品または演技・演奏を複製する者は、最長 2 年の禁固刑の上に罰金も科

せられることがある、と規定されている。 
 
この条項の但し書きでは、当該の著作権管理情報が作品において不正に改ざんされてい

る場合、そのような作品の著作権者は、著作権法第 12 章で規定されているそのような行

為に携わる者に対処するための民事救済を利用してもよいと明示している。  
 
（７） 著作権行使の分野における 訴訟 

Vodafone India Limited vs. R. K. Productions Private Limited, Chennai and Ors.  [20
13 (54) PTC 149]の訴訟では、原告は、大げさに報道されたタミル映画「3」に出てくる自

社のコンテンツを海賊版ビデオテープ制作や許可されていないダウンロードから守るため

のジョン・ドゥ命令を求めて訴訟を起こし、以下を求めた。(i) CD、DVD、ブルーレイ、

VCD、ケーブルテレビ、ダイレクト・トゥ・ホームサービス、インターネットサービス、

マルチメディアメッセージングサービス、ペンドライブ、ハードドライブ、テープ、限定

受信システムなど、いかなるものであれ、その他同様の異なる媒体を通じて、直接または

間接的に原告の映画「3」の複製、記録、流用、ビデオカメラでの録画、利用可能化、配

信、複写、発売、上映、アップロード、ダウンロード、展示、再生などを行うことで幾つ

かのインターネットサービスプロバイダ(ISP)および、被告側およびその他の未知の人物を

含むその他の未知のグループが「3」という名前の映画における原告の著作権侵害を抑制

することを制限する差止命令、(ii)データソースネットワーク(DSN)の遮断、データパケッ

トインターラプション(DPI)ベースのユニバーサルリソースロケータ(URL)の遮断、イン

ターネットプロトコル(IP)アドレスの遮断をすることで、一覧表にあるものを含む無許可

のウェブサイトまたはウェブページ全てを、原告の著作権によって保護された映画／動画

「3」に関連したコンテンツ全てまたは一部を、被告側のそれぞれのウェブサイトおよび

ウェブページ内およびそれらを通じて無許可で複製、通信、利用可能化、陳列、発売、上

映、アップロード、ダウンロード、展示、再生することを妨げるルータによって閉鎖する

ことを、然るべき当局に認めるよう出された被告側に対する指示。この訴訟は、(実際の侵

害行為の後で申し立てた訴訟と比べれば)潜在的な侵害行為に対する合理的な懸念があると

いう理由で動画の発売前に申し立てた「予防的訴訟」である。 
 
原告は、動画に関する違法な無許諾の通信を行うウェブサイトの包括的なリストやスケ

ジュールを提供した。そのようなコンテンツへのリンクがあるウェブページおよびウェブ

サイトは多種多様で、世界中に拡散し、原告は、どんな人物で構成されているかを知らな

いため、その未知の人物は「アショク・クマール」の名で表示される。本件ではこれらは、

インターネット・サービス・プロバイダーであり、ウェブサイト/ウェブページ内のコンテ

ンツに対し責任を持ち、実行上管理し、アクセスを提供している者である。 
 

                                                            
59 第 2 条(xa)：「著作権管理情報」は以下を意味する。 (ⅰ)作品及び演技・演奏を特定するタ

イトルなどの情報、(ⅱ)著作者または実演家の名前、(ⅲ)著作権者の名前および住所、(ⅳ)権利

の使用に関する条件、(ⅴ) (ⅰ)から(ⅳ)までの項で言及のあった情報を示す番号や記号で、利用

者を特定するための工夫や手続きを含まないもの。 
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マドラス高等裁判所は、著作権法の条項の下、当該著作権の所有者である原告の明示の

許諾なく、動画「3」に関連した様々な権利を扱える者はいないと特に言及した。した

がって、被告側またはインドの領域内で被告側が主催・承認するウェブサイトにアクセス

する者によって、ケーブルやオンライン媒体を通じて原告の著作権で保護された映画「3」
を再現、複写、配信、表示するのは、著作権法および判例法の明らかな侵害となる。した

がって、被告側が、当該の動画の発売前に、原告の著作権で保護された映画作品の侵害行

為の差止命令を受けるのは避けられないことである。 
 
訴訟中に、裁判所は、「ウェブサイト全体ではなく、権利侵害にあたる映画を配信する

特定の URL についてのみ暫定的差止命令を交付した。さらに、申請人に対し、権利侵害

にあたる映画を配信する URL の詳細について被告側に知らせるよう命じ、URL の詳細を

原告側/申請人から受け取って直ちに、被告側は 48 時間以内にかかる URL を閉鎖するの

に必要な措置を取るものとする」と明確に述べて、暫定的差止命令を交付した。 
 
インドには、Microsoft、Adobe、Autodesk などのソフトウェアの大手がソフトウェア

の著作権侵害を抑えることに成功した一連の訴訟がある。 
 

Adobe Systems, Inc. & Anr. vs. Mahindra Saxena & Anr. [2009 Indlaw DEL 2480]で
は、二つの別々の企業である Adobe Systems Inc.および Microsoft Corporation が、デ

リー高等裁判所に、被告側は海賊版ソフトウェアを使用しているので著作権・商標の侵害、

詐称通用にあたるとして、恒久的差止命令、引渡命令、売上帳の提出、損害賠償等を求め

る訴訟を申し立てた。原告の主張は、被告側がソフトウェアの偽造に関わっているという

ものである。申し立てにおいて、原告は、とりわけ、自社で開発し、著作権法の範囲で文

学作品として保護されるべき「コンピュータプログラム」である当該ソフトウェアの所有

者であると主張している。原告は、BSA/NASSCOM 著作権侵害対策ホットラインで被告

側の侵害活動およびさらなる調査・検証に関する情報を受け取り、被告側が、日々の営業

活動のために自社の敷地内で使用されているコンピュータシステムで海賊版のソフトウェ

アプログラムを利用し、原告の著作権・商標を侵害していることを知った。その結果、被

告側が両社の法的権利を侵害しているとして訴訟が提起された。 
 
裁判所は、原告から許諾を受けていない海賊版ソフトウェアの使用を禁止する手続きの

申請を受けて、すぐに緊急一方的暫定的差止命令を交付した。さらに、被告側の敷地に立

ち入りして、侵害物である当該ソフトウェアの状況を見極めるために地元の裁判所コミッ

ショナー(LC)を任命した。地元の裁判所コミッショナーの報告の通り、敷地内で原告から

許諾を受けていない偽造ソフトウェアを含む 16 のコンピュータディスクが見つかった。

結局被告側は、(被告側が通知されたにもかかわらず裁判に現れなかったため)一方的に

（欠席のまま）手続は進められ、原告側による事実の主張と証拠の検討後、判決を受けた。

記録で利用できる資料を考慮し、裁判所は、原告の偽造・海賊版製品を使用したとして被

告側に有罪の判決を下し、それに応じてそれらの使用について恒久的差止命令を言い渡し

た。裁判所は、100 万インドルピーの補償的損害賠償および懲罰的損害賠償を原告側に認

め、「被告側による偽造・複製ソフトウェアの使用は、明らかに違法であり、原告の法的

権利を侵害するものである。その行為は、原告側の財政的損害の原因となるだけでなく、

世間一般を欺くことに等しい。同時に、当該取引において偽造者が会計帳簿をつけること

もしないし、税金を支払うことはないということは既知の事実であるため、政府もそのよ

うな違法な活動のせいで大きな税収を失っている。万一、損害賠償が模倣品の訴訟で言い

渡されないとすれば、損害賠償を言い渡すことを推奨する」と述べた。 
 



第５節 知的財産権侵害に対する民事救済措置の適用 

201 
 

また、Microsoft Corporation vs. Mr. Kiran & Anr. [2007(35)PTC748(Del)]の訴訟では、

原告は、被告側が、原告のソフトウェアのさまざまな未許諾の海賊版を、被告側が組み立

て販売するコンピュータのハードディスクに読み込む未許諾のハードディスクローディン

グ、すなわちプレローディングのビジネスを続けることで原告の著作権を侵害しているこ

とを知るとすぐに、デリー高等裁判所に訴訟を申し立てた。被告のコンピュータに読み込

まれた当該ソフトウェアには、原告側の本物のソフトウェアには付属しているコンパクト

ディスクまたはフロッピーディスクのオリジナルの媒体、鑑定書、エンドユーザ使用許諾

契約(EULA)、使用説明書の付属はない。 
 
さらに、技術調査により、利用可能な登録の詳細や製品の ID 番号が海賊版のソフト

ウェアに付属していることが示された。裁判所は、被告側が原告側の(i)当該の著作物の著

作権(原告側から被告側に許諾が与えられていないため)、(ii)商標「MICROSOFT」を侵害

しているという判決を下した。裁判所はそれに応じて、恒久的差止命令を下して、被告側

が、原告のソフトウェアの偽造・未許諾版を使用、または模倣、販売、販売のための提供、

配信、公共にむけて発表するなど原告の権利侵害に当たる行為を禁じることで原告に有利

な判決を下した。裁判所はさらに、原告に対する 500,000 インドルピーの補償的損害賠償

を裁定して以下の判決を下した。 
 
「ソフトウェアの著作権侵害行為は脅威であり、厳しい姿勢で撲滅する必要がある…し

たがって、本件において、本官は被告側が故意に、意図的に、紛れもなく原告の著作権お

よび商標を侵害しているという見解を持っている。被告側は、原告の権利を無視し、「意

図的に計算して」原告の著作権・商標侵害の原因となっている。つまり本官は、原告に損

害賠償を認めるほうに気持ちが傾いている。本訴訟では、損害賠償の総額はさらに高額に

なると思われるが、請求された金額は 50 万ルピーである。したがって、原告の請求を 50
万ルピーに限定するほかない」。 
 

Autodesk, Inc. & Anr. vs. Prashant Deshmukh & Ors. [2011(183)DLT411]では、デ

リー高等裁判所において、被告側は、商業目的で未許諾の海賊版ソフトウェアの大々的な

使用を好き放題行っているとの判決を受け、原告に有利な懲罰的損害賠償の裁定をもって

そのような行為を禁止された。裁判所は、許諾されたソフトウェアの使用をはるかに超え

るほどに、Microsoft や Autodesk などの名だたる企業の海賊版ソフトウェアの使用が一般

に広がっていることを認めて懸念を示した。裁判所はさらに、このような大いに役立つソ

フトウェアの開発に大きく投資する企業は、自社製品に対するライセンス料を奪われれば、

研究開発に大幅な投資を行って新しいソフトウェアの開発を行う費用がそのライセンス料

からのみ拠出されているため、新しいソフトウェアの設計および既存のソフトウェアの改

良を思いとどまってしまう、と述べた。さらに裁判所は、企業による商業上の目的での海

賊版ソフトウェアの使用は、個人が私用で使用する場合よりも厳しく処遇されるべきだ、

との意見を述べた。 
 

Microsoft Corporation vs. Yoges apat & Anr. [2005 (30) PTC 245]の訴訟においては、

デリー高等裁判所は、原告の許可・承認なく原告のソフトウェアの違法な複製および著作

権侵害を行い、それらの侵害物を被告の販売するコンピュータのハードディスクに読み込

み、そうすることで著作権侵害を行っているとして、被告側に対して総額 197.50 万ル

ピーの損害賠償と差止命令を言い渡した。 
 
デリー高等裁判所でのほかの訴訟として挙げられる SAP AG vs. Mr. Somya Kanti Dutt

a (2008 (36) PTC 598)では、原告が、被告側にソフトウェアが提供されるエンドユーザ使

用許諾契約(「EULA」)違反で被告側を訴え、被告側が、EULA で承認・認可された目的
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を超えてソフトウェアを使用したと申し立てた。デリー高等裁判所は、一方的暫定差止命

令を下し、EULA で規定された目的を超えた当該ソフトウェアの使用を被告側に禁止し、

本件の自明の見解に則って原告は、暫定的救済を求めて主張を展開しているとの判決を下

した。訴訟手続きにおいては、被告側は出廷せず、原告側によって証拠が導き出されると

裁判所は、差止命令を絶対的なものとした。損害賠償の問題については、裁判所は、本件

に関する出廷を怠ったため、被告側には 250,000 インドルピーの懲罰的損害賠償が課せら

れるとの判決を下した。 
 
（８） 著作権法における権利消尽  
この分野におけるこれまでの判例に関する現在の状況では、特定の領土に向けた著作権

のある作品の並行輸入は、インド法では、許されないようである。 
 

Penguin Books vs. India Book Distributors 60では、裁判官が 2 人のデリー高等裁判所

は、著作権者の許可なく取引目的の販売・配信のために書籍を輸入する者は、たとえ当該

書籍が購入された国において著作権者もしくは専用使用権者によって合法的に出版された

ものであったとしても、当該書籍の著作権を侵害していることになる、との判決を下した。 
 
１６． ドメイン名  
ドメイン名も商標として保護が可能だとされており、インドには、詐称通用法の下、裁

判所がドメイン名を保護した多くの判例がある。 
 

Satyam Infoway Ltd vs. Sifynet Solutions Pvt Ltd [AIR 2004SC3540]では、最高裁判

所が以下の所見を述べた。 
 
「インドに関する限り、ドメイン名に関する紛争の解決について明確にのべた法律はな

い。しかし、1999 年商標法の運用そのものは治外法権ではなく、ドメイン名の適切な保護

を考慮に入れないこともあるが、それは、詐称通用に関連した法律上可能な範囲でドメイ

ン名が合法的に保護されるべきではない、という意味ではない。」 
 
ドメイン名が、商標と同じ機能を果たし、等しい保護を受けることができるということ

は法律上定着している。 
 
・Yahoo Inc. vs. Akash Arora [1999 PTC 201 (Del)] 
原告は、有名な検索ポータルであり、そのサービスについて評判の良い「YAHOO」を

商標およびドメイン名として使用していた。被告側は、インターネットサービスに関して

「YAHOOINDIA.COM」を商標およびドメイン名として使用することを禁止された。ド

メイン名は、商標と同じ機能を果たし、それゆえ、等しい保護を受けるに値し、例えイン

ターネットを利用する者が教養のある人物だったとしても、情報に関しては、初心者ユー

ザーであり、当該インターネットサイトの類似名で混乱することもある、との判決を下し

た。 
 
・Aqua Minerals Ltd vs. Promod Borse [2001 PTC 619 (Del)] 
原告は、有名なビン詰のミネラルウォーターの製造者であり、当該商品に関して「BISL

ERI」を使用していた。被告側は、デリー高等裁判所によって「BISLERI.COM.」という

ドメイン名の使用を禁じられた。 
 
                                                            
60 AIR 1985 Del 29 
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・Rediff Communication Ltd vs. Cyberbooth [2000 PTC 209 (Bom)] 
原告は、「REDIFF.COM」というドメイン名を使用する、有名なインターネットサー

ビスプロバイダであった。被告側は「RADIFF.COM」をドメイン名として借用し、ボン

ベイ高等裁判所から禁止された。 
 
・Info Edge (India) (P) Ltd vs. Shailesh Gupta [2002 年(24) PTC 355 (Del)] 
原告は、「NAUKRI.COM」として名の知れた有名なジョブポータルであった。被告側

は、「NAUKARI.COM」というドメイン名を使っていたが、それが原告のドメイン名に

発音上似ているため、デリー高等裁判所から「NAUKARI.COM」の使用を禁じられた。 
 
・Satyam Infoway Ltd. vs. Sifynet Solutions Pvt. Ltd. (supra) 
原告は、造語の商標である「SIFY」において世界的な営業権および評価、および「SIF

Y」が含まれる幾つかの登録ドメイン名を有していると主張した。被告側は、ドメイン名

「www.siffynet.net」および「www.siffynet.com」を登録した。ドメイン名は、インター

ネットのユーザーが利用できる取引やサービスの対象を識別することができる言葉や名前

でもよいとされており、商標法の原則、特に詐称通用に関連したものが公平に適用される、

という判決が下った。 
 
・Mr. Arun Jaitley vs. Network Solutions Private Limited and Ors. [181 (2011) DLT 71
6] 
原告は、ドメイン「www.arunjaitley.com」の登録を希望した。しかし、ドメイン名の

期限が切れると、被告側は、不誠実な意図から、オークションサイトである被告人 No. 3
にこれを譲渡した。「ドメイン名は、詐称通用法の下、例外なく個人名で保護される。個

人名を使用する権利は、商標を使用する商権に勝る。したがって、商標またはドメイン名

として使用する権利は、その個人名を有する個人に与えられる」との判決が下った。 
 
・Tata Sons Ltd. vs. Hoop Anin [2012(49)PTC 373 (Del)] 

被告側は、「TATA Diamonds」という商標でビジネスを営み、さらに、原告側の図案

／ロゴを標示することで、原告のウェブサイトへのリンクを、自社のウェブサイトで提供

した。被告側は、権利の侵害とみなされるとして、ドメイン名「TATA」または図案の使

用を禁じられた。 
 
そのような訴訟で利用可能な救済を以下に示す。 

 
（１） 権利侵害または 詐称通用に当たるという理由で、ドメイン名を制限する訴訟 
 
（２） インドは「.IN ドメイン名紛争処理方針（「INDRP」）」61を、統一ドメイン名

紛争処理方針(UDRP)の方針に沿って、原告の商標や名称と同一、もしくは紛らわしいほ

ど類似している「.IN」というドメイン名に関連した紛争の裁定のため明文化した。INDR
P は、「.IN」というドメイン名の維持とその運用上の安定性、信頼性、安全性の確保に責

任を負うインド国立インターネット交換局（NIXI）が作った自治体である.IN Registry に

おける、当該の好ましくないドメイン名の取り消し・譲渡を求めた訴状の申し立てを規定

                                                            
61 INDRP は以下の URL を参照。 
http://www.inregistry.in/.IN%20Domain%20Name%20Dispute%20Resolution%20Policy%20
(INDRP) 
 

http://www.siffynet.net%E3%80%8D%E3%81%8A%E3%82%88%E3%81%B3%E3%80%8Cwww.siffynet.com%E3%80%8D%E3%82%92%E7%99%BB%E9%8C%B2%E3%81%97%E3%81%9F%E3%80%82%E3%83%89%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%B3%E5%90%8D%E3%81%AF%E3%80%81%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC
http://www.siffynet.net%E3%80%8D%E3%81%8A%E3%82%88%E3%81%B3%E3%80%8Cwww.siffynet.com%E3%80%8D%E3%82%92%E7%99%BB%E9%8C%B2%E3%81%97%E3%81%9F%E3%80%82%E3%83%89%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%B3%E5%90%8D%E3%81%AF%E3%80%81%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC
http://www.siffynet.net%E3%80%8D%E3%81%8A%E3%82%88%E3%81%B3%E3%80%8Cwww.siffynet.com%E3%80%8D%E3%82%92%E7%99%BB%E9%8C%B2%E3%81%97%E3%81%9F%E3%80%82%E3%83%89%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%B3%E5%90%8D%E3%81%AF%E3%80%81%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC
http://www.siffynet.net%E3%80%8D%E3%81%8A%E3%82%88%E3%81%B3%E3%80%8Cwww.siffynet.com%E3%80%8D%E3%82%92%E7%99%BB%E9%8C%B2%E3%81%97%E3%81%9F%E3%80%82%E3%83%89%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%B3%E5%90%8D%E3%81%AF%E3%80%81%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%82%BF%E3%83%BC
http://www.arunjaitley.com%E3%80%8D%E3%81%AE%E7%99%BB%E9%8C%B2%E3%82%92%E5%B8%8C%E6%9C%9B%E3%81%97%E3%81%9F%E3%80%82%E3%81%97%E3%81%8B%E3%81%97%E3%80%81%E3%83%89%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%B3%E5%90%8D%E3%81%AE
http://www.arunjaitley.com%E3%80%8D%E3%81%AE%E7%99%BB%E9%8C%B2%E3%82%92%E5%B8%8C%E6%9C%9B%E3%81%97%E3%81%9F%E3%80%82%E3%81%97%E3%81%8B%E3%81%97%E3%80%81%E3%83%89%E3%83%A1%E3%82%A4%E3%83%B3%E5%90%8D%E3%81%AE
http://www.inregistry.in/.IN%20Domain%20Name%20Dispute%20Resolution%20Policy%20
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する。問題となったドメイン名の登録者は、.IN Registry への不服申し立てにおける、強

制的仲裁の手続きに従うよう求められている。 
 

INDRP の手続きは、かなり迅速で、期限が設けられており、通常、ドメイン名の取り

消し・引き渡しの決定は、手続きの開始から 60～70 日以内に下される。仲裁人は通常、

主張が申し立てられればすぐに裁定手続きをし、裏付け・立証する資料を記録に載せる。

当然ながら仲裁人は、適切と考えるなら、審理の日を指定する権利も有している。 
 
原告が INDRP の下で満たすべき基準は以下の通りである。 

 
① 登録者のドメイン名が、原告が権利を有する名称、商標、サービスマークと同一、も

しくは紛らわしいほど類似している。 
 
② 登録者は、当該ドメイン名に関する権利または合法的な利害関係を持っていない。か

つ、 
 
③ 登録者のドメイン名が信頼に背いて登録または利用されている。 
 
権利所有者の財産の盗用は、ドメイン名やウェブサイトのアドレスの他にも広がってい

る(例えば、侵害者が商標、商品名、企業名としても使用している)訴訟では、INDRP によ

る救済が、問題のドメイン名の譲渡・取り消しに限られているので、差止を求める裁判に

よる救済が賢明である。 
 
１７． 植物品種 
（１）  侵害 
登録された品種の育種家でも育種家の登録業者または免許所有者でもない者が、育種家

または育種家の免許所有者・業者の許可を得ずにその品種を販売、輸出、輸入、生産した

場合、その者は本法で認められた権利を侵害していることになる。この権利は、認可され

ていない者が、本法で登録された品種の名称と同一または紛らわしいほど類似した名称を

付けて、別の品種を販売、輸出、輸入、または生産した場合も侵害されていることになる

が、このような行為は、その品種を特定する上で一般大衆を混乱させる原因となりえる。 
 
侵害訴訟は、当該訴訟を審理する管轄権のある地方裁判所で開始される。裁判所は、侵

害訴訟の場合救済を与える。その救済は、差止命令、および原告の選択によって損害賠償

または、利益の分配という形になる。 
 
（２）  違法行為および罰則 
育種家以外の者は、登録品種の名称の適用、または品種に虚偽の名称をもちいた場合に

は、訴追されやすいと考えられる。本法の下で課せられる罰則は以下の通りである。  
 
① 虚偽の名称の申請に対する罰則 
ある品種に虚偽の名称を申請、または、虚偽の国や場所の名前、および登録品種の育種

家の虚偽の氏名や住所を表示した場合、最低 3 カ月、最長 2 年の禁固刑または、最低 50,0
00 インドルピー(約 833 米ドル)、最高 500,000 インドルピー(約 8,333 米ドル)の罰金また

はその両方に処せられるものとする。 
 
② 虚偽の名称が付けられた品種の販売に対する罰則 

罰則は、6 カ月から 2 年の禁固刑または、50,000 インドルピー(約 833 米ドル)から 500,
000 インドルピー(約 8,333 米ドル)の罰金、または、禁固刑と罰金の両方である。登録品
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種であると偽って主張した場合の罰則は、6 カ月から 3 年の禁固刑または、100,000 イン

ドルピー(約 1,666 米ドル)から 500,000 インドルピー(約 8,333 米ドル)の罰金、または、禁

固刑と罰金の両方である。 
 
③ 2 度目以降の違反行為に対する罰則 
本法において一度違反行為を行ったとして有罪判決を受けた者は、2 度目以降の違反行

為については重い罰則に処せられる。つまり、1 年から 3 年の禁固刑もしくは 200,000 イ

ンドルピー(約 3,333 米ドル)から 200 万インドルピー(約 33,333 米ドル)の罰金、またはそ

の両方である。 
 
１８． 地理的表示 
（１） 侵害 
 登録された地理的表示の侵害は、以下の場合に起きる。 
 
① 一般大衆を誤解させるようなやり方で、地理的表示を商品に使用、またはそのような

商品が、本物の産地以外の地理的領域に由来することを示す場合。 
 
② 不正競争行為に当たるやり方で地理的表示を使用する場合。 
 
③ 登録した地理的表示に関連する領土、地域、場所に商品が由来すると、偽って一般大

衆に示すような方法で、商品に別の地理的表示を使う場合。 
 
登録した地理的表示の侵害訴訟は、かかる訴訟を審理する管轄権を有する地方裁判所で

開始される。 
 
裁判所は、差止命令という形で、および原告の選択により、必要であれば、侵害ラベル

や表示の破棄、抹消命令と共に、損害賠償または利益の計算という形で原告に救済を与え

ることができる。 
 
ただし、被告側が、当該の地理的表示が原告の名前で登録されていることに気付かず、

そう信じる合理的な理由もなく、当該の地理的表示の存在や原告の権利の性質に気付いた

時には、直ちに使用を中止すると裁判所を納得させた場合には、裁判所は、損害賠償また

は不当利得の変換による救済を与えないものとする。 
 
（２ ） 不服申立て 
登録官の命令・決定、または本法のもと定められた規則に対する不服申立ては、1999 年

商標法の下で設立された知的財産審判委員会（IPAB）にゆだねられる。不当に権利を侵

害された者は通常、かかる命令・決定が下された日から 3 カ月以内に IPAB に対して不服

申立てをする方を選ぶ。この期間の後では、一切不服申立ては承認されない。 
 
地理的表示の偽った適用および地理的表示の改ざんは、本法では違法行為に相当し、6

カ月から 3 年の禁固刑、および 50,000 ルピー(約 833 米ドル)から 200,000 ルピー(約 3,33
3 米ドル)の罰金を科せられる。2 回目以降の違反行為について、より重い刑罰に関する条

項がある。禁固刑の期間は 1 年から 3 年で、これには、100,000 ルピー(約 1,666 米ドル)
から 200,000 ルピーの罰金が伴う。 
 
裁判所は、本法において違反行為と認められれば、全ての商品・品物の没収を政府に命

じることもある。違反者に没収の有罪判決が下された場合、裁判所は当該の没収された物

品の破棄もしくは、それらの処分命令を下すことがある。 
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１９． 半導体閉回路のレイアウト設計 
（１） 侵害 
レイアウト設計の登録所有者の権利侵害は、刑事上の犯罪である。侵害者は、最長 3 年

の禁固刑、または最低 50,000 インドルピー(約 833 米ドル)、最高 100 万インドルピー(約
16,666 米ドル)の罰金、またはその両方により罰せられる。 
 
レイアウト設計を登録しているがごとく偽るのも形而上の犯罪である。この犯罪を犯し

たものは最長 6 カ月の禁錮刑または最高 50,000 インドルピー(約 833 米ドル)、またはその

両方により罰せられる。 
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 本冊子は、日本貿易振興機構が 2014 年 3 月現在入手している情報に基づくものであり、そ

の後の法律改正等によって変わる場合があります。また、掲載した情報・コメントは著者及び

当機構の判断によるものですが、一般的な情報・解釈がこのとおりであることを保証するもの

でないことを予めお断りします。なお、法令については仮訳であるため、最終的な確認、照会

については原文において行われるようお願いいたします。 
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